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保健衛生学研究科の人材育成目標 
 

看護先進科学専攻 

学士課程で修得した知識・技術を基盤に、科学的思考と研究・教育・実践能力を養 

い、保健・医療分野における広い視野と高い倫理観を持つ、国際的・学際的に活躍し 

うる高度実践者や研究者、教育者を養成する。 

 

共同災害看護学専攻 

看護学を基盤として、他の関連諸学問と相互に関連・連携しつつ、学術の理論及び 

応用について産・官・学を視野に入れた研究を行い、特に災害看護に関してその深奥 

を極め、人々の健康社会の構築と安全・安心・自立に寄与することを目的とし、求め 

られている災害看護に関する多くの課題に的確に対応し解決できる、国際的・学際的 

指導力を発揮するグローバルリーダーとして高度な実践能力を有した災害看護実践者 

並びに災害看護教育研究者を養成する。 

 

生体検査科学専攻 

（１）博士（前期）課程 
学士課程で修得した知識・技術を基盤に専攻分野における学識を深め、科学的思考 
と研究能力を養い、倫理観の高い医療人、研究者や教育者を養成する。 

（２）博士（後期）課程 
保健・医療分野において、広い視野を持ち、国際的・学際的に活躍しうる自立した 
研究者を養成する。 

 
アドミッション・ポリシー 

本研究科では、保健学の領域における旺盛な研究心と問題解決型の思考力を身につけ、看

護学・検査学の課題に対応する臨床指向型研究を積極的に推し進めることによって、将来は

国際的・学際的な視野も踏まえて研究・教育力、実践能力を発揮できる人材の育成を基本理

念としており、それぞれの専攻で以下の条件を満たす者を求めている。 
 

看護先進科学専攻 

 [博士課程] 
（１）看護学における専門的な知識と技術を発揮し、将来的に国際的・学際的な視野から看護

学における研究の進歩と実践の向上、後継者育成に貢献しうる能力と意欲を有している

（５年一貫教育全般）。 
（２）看護学における高度な専門的知識と技術を獲得し、看護学研究における総合的な判断力

と遂行力並びに高い倫理観を身につけ、将来、研究・教育・臨床現場をリードしていく

ことを目指している 
（Nurse-Investigator 育成 Pathway コース）。 

（３）複雑高度な看護課題への対応のために、臨床看護経験と高度な専門的知識と技術並びに

高い倫理観を身につけ、専門看護師教育科目の履修並びに臨床還元型研究を推進して博

士号取得を希望している（CNS-D)。 
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共同災害看護学専攻 

[博士課程] 
（１）災害看護学における専門的な知識と技術を身につけ、将来的にグローバルリーダーとし

て国際的・学際的な視野から災害看護学における卓越した実践、教育研究に貢献しうる

能力と意欲を有している。 
（２）災害看護の高度専門職業人として、卓越した実践力とリーダーシップで、災害支援に貢

献しうる能力と意欲を有している。 
（３）災害看護に関する高い専門性をもとに、俯瞰的・独創的事業や卓越した政策立案、施策

等で、人々の安全・安心に貢献することを目指している。 
 
生体検査科学専攻 

[博士（前期）課程] 
（１）検査学における専門的な知識と技術を確実に身につけ、総合的な判断力と遂行力並びに

高い倫理観を備えた高度専門職業人として、臨床現場をリードしていくことを目指して

いる。 
（２）国際的・学際的な視野から、将来的には検査学における優れた臨床指向型研究を担う基

礎的な能力と意欲を有している。 
（３）将来的には、優れた専門職業人と研究者を育成するための教育を担っていく資質と意欲

を有している。 
 
カリキュラム・ポリシー 

看護先進科学専攻、共同災害看護学専攻、生体検査科学専攻の３専攻があり、それぞれ

のカリキュラムを開設している。専攻ごとに看護学・検査学の課題に対応する臨床指向型

研究を積極的に推し進めることによって、将来的には国際的・学際的な指導力、教育力を

発揮できる人材の育成を基本理念としている。 

 

看護先進科学専攻 

[博士課程] 

（１）専門的な看護実践や研究、教育的役割に必要な方法論について、共通科目を履修する。 

（２）所属分野の専門性や高度な実践、研究を主な内容とする特論を１学年に履修する。 

（３）幅広い視野からの学修を促進するために、所属分野以外の分野が開設する特論を履修す

る。 

（４）所属分野の高度な実践や研究について関連する知識や技術を高め、研究論文への取り組

みを支援するために演習・実習科目を用意し、複数の教員、指導者、プリセプターによ

る指導を受ける。 

（５）研究論文指導においては、関連領域への幅広い知的・倫理的な理解を高めるため、他分

野の教員からの研究指導を受けることができる。 

 

共同災害看護学専攻 

[博士課程] 

（１）災害看護学に関する専門的な実践や研究、グローバルリーダーとしての機能・役割に身

につけるための３つの科目群と演習、実習並びに研究支援科目群を履修する。 
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（２）看護学の学問基盤に関する科目、災害グローバルリーダーに必要な科目、演習・実習を

履修する。 

（３）幅広い視野からの学修を促進するために、国際的・学際的能力育成に取り組む。 

（４）災害看護学に関する高度な実践や研究について関連する知識や技術を高め、研究論文へ

の取り組みに力を注ぐ。 

 

生体検査科学専攻 

[博士（前期）課程] 

保健衛生学研究科の人材育成目標に到達するため、以下の方針に基づき教育を行う。 

（１）専攻を越えた学習が必要な保健学関連の科目を、共通科目として履修できる。 

（２）実践や研究を担うために必要な方法論について、専攻としての共通科目を用意し、

履修できる。 

（３）所属分野の高度な実践や研究を主な内容とする特論を１学年で履修する。 

（４）幅広い視野からの学習を促進するため、所属以外の分野が開設する特論を履修でき

る。 

（５）所属分野ごとの高度な実践や研究に関連する知識や技術を高め、研究論文への取り

組みを支援するため、演習を用意し複数の教員から指導を受けることができる。 

（６）所属分野ごとの高度な実践について学ぶため、実験科目を履修する。 

（７）関連領域への幅広い知的・倫理的な理解を高めるため、他分野の教員からも研究指

導を受けることができる。 

（８）国際的視野を身につけるため、外国語による授業を行っている。 

（９）社会人入学制度、長期履修制度を設け、多様な学生の要請に応えたカリキュラムを

用意している。 

 

[博士（後期）課程] 

保健衛生学研究科の人材育成目標に到達するため、以下の方針に基づき教育を行う。 

（１）所属分野の高度な実践や研究を主な内容とする特論を１学年で履修する。 

（２）幅広い視野からの学習を促進するため、博士（前期）課程の科目を１０単位まで履修で

きる。 

（３）研究論文への取り組みを支援するため、演習を用意し複数の教員から指導を受けること

ができる。 

（４）関連領域への幅広い知的・倫理的な理解を高めるため、他分野の教員からも研究指導を

受けることができる。 

（５）社会人入学制度、長期履修制度を設け、多様な学生の要請に応えたカリキュラムを用意

している。 
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ディプロマ・ポリシー 

 

看護先進科学専攻 

[博士課程] 

保健衛生学研究科博士課程に所定の期間在学し、本研究科の開設科目を履修して修了要件と

なる単位数を修得するとともに、本研究科の基本理念や教育目的に沿った研究指導を受けて

学位論文に取り組み、本研究科の行う学位論文審査に合格し、以下の要件を満たす者に、学

位を授与する。学位の名称は、博士（看護学）とする。 

 

（１）看護学領域の高度な専門的業務に従事する上で必要な高い学識・技術・応用力において、

先駆的な研究活動を担いうる能力を有している。 

（２）高度な専門性と高い倫理観を有した教育者・指導者として次世代の育成や、国際的・学

際的なリーダーシップを発揮しうる能力を有している。 

（３）看護学の専門分野における最先端の知識と技術を身につけ、科学的思考力と倫理観に根

ざす高度な実践を展開できる能力を有している。 

 

共同災害看護学専攻 

 [博士課程] 

保健衛生学研究科博士課程に所定の期間在学し、看護学及びその関連開設科目を履修して 

修了要件となる単位数を修得するとともに、博士論文の審査及び最終試験に合格した次の 

要件を満たす者に、学位を授与する。学位の名称は、博士（看護学）とし、(DNGL：Disaster  

Nursing Global Leader)を付記する。 

（１）卓越した研究並びに学修成果をあげ、グローバルな視点及び学際的な視点から災害看護

学の構築に寄与できる能力を有している。 

（２）災害サイクルのすべての段階を踏まえて、災害看護に関する専門性と指導性を有し、俯

瞰的、独創的事業や研究ができる能力を有している。 

（３）災害看護の高度な専門性と高い倫理観を有している職業人として、災害サイクルの段階

を熟知し、卓越したリーダーシップと調整力とを発揮して、事態への対処と問題解決が

行える能力を有している。 

 

生体検査科学専攻 

[博士（前期）課程] 

保健衛生学研究科博士（前期）課程に所定の期間在学し、本研究科の開設科目を履修して

修了要件となる単位数を修得するとともに、本研究科の基本理念や教育目的に沿った研究

指導を受けて学位論文に取り組み、本研究科の行う学位論文審査に合格した後、以下の要

件を満たす者に、学位を授与する。学位の名称は、修士（保健学）とする。 

 

（１）検査学の専門分野における最先端の知識と技術を身につけ、科学的思考力と倫理観に根

ざす高度な実践を展開できる能力を有している。 

（２）高度な実践能力を基盤として、検査学の専門分野における指導者、管理者、教育者、研

究者としての役割を発揮できる能力を有している。 
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[博士（後期）課程] 

保健衛生学研究科博士（後期）課程に所定の期間在学し、本研究科の開設科目を履修して

修了要件となる単位数を修得するとともに、本研究科の基本理念や教育目的に沿った研究

指導を受けて学位論文に取り組み、本研究科の行う学位論文審査に合格した後、学位論文

を中心として、これに関連のある科目の最終試験を受け合格し、以下の要件を満たす者に、

学位を授与する。学位の名称は、博士（保健学）とする。 

（１）検査学の領域において、高度な専門的業務に従事する上で必要な高い学識・技術・応用

力に基づいて、先駆的な研究活動を担い得る能力を有している。 

（２）高度な専門性と高い倫理観を有した指導者、管理者、教育者、研究者として、国際的・

学際的なリーダーシップを発揮できる資質と力量を有している。 
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《参 考》 
 

平成２８年度大学院保健衛生学研究科 年間行事（案） 
 

入学式及びガイダンス 平成２８年 ４月 ６日（水） 

履修登録期間(７日間) 平成２８年 ４月 ７日（木）～平成２８年 ４月１５日（金） 

前 
 
期 

授 
 

業 

３週 平成２８年 ４月 ７日（木）～平成２８年 ４月２７日（水） 

休 業 平成２８年 ４月２８日（木）～平成２８年 ５月 ５日（木） 

１２週 平成２８年 ５月 ６日（金）～平成２８年 ７月２９日（金） 

補 講 平成２８年 ８月 １日（月）～平成２８年 ８月 ５日（金） 

各分野における 
研究指導及び 
ゼミ実施期間 

平成２８年 ８月 ６日（土）～平成２８年 ９月２５日（日） 

 

 

後 
 
期 

授 
 

業 

１２週 平成２８年 ９月２６日（月）～平成２８年１２月１９日（月） 

休 業 平成２８年１２月２０日（火）～平成２９年 １月 ３日（火） 

３週 平成２９年 １月 ４日（水）～平成２９年 １月２５日（水） 

補 講 平成２９年 １月２６日（水）～平成２９年 ２月 ３日（金） 

各分野における 
研究指導及び 
ゼミ実施期間 

平成２９年 ２月 ４日（土）～平成２９年 ３月３１日（金） 

健康診断 平成２８年 ５月中旬 

創立記念日 平成２８年１０月１２日（水） 

解剖体追悼式 平成２８年１０月２０日（木）※ 

修士論文発表会 平成２９年 ２月中旬※ 

学位記授与式 平成２９年 ３月２３日（木） 

 ※予定 
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総合保健看護学専攻

博　士　後　期　課　程

※学内進学者のみ

１．専攻分野必修科目

　　特論　　　　　　　４単位

　　特別研究　　　　８単位

２．修了に必要な単位数

　　　　　　　　　　１２単位以上

看護先進科学専攻

５年一貫制博士課程

１．専攻分野必修科目

　　特論Ａ・Ｂより　　２単位

　　演習Ａ・Ｂより　　２単位

　　特論　　　　　　　４単位

　　特別研究Ⅰ  　　４単位

　　特別研究Ⅱ　  　８単位

２．選択科目（上記以外の科目）

　　　　　　　　　　１８単位以上

３．修了に必要な単位数

　　　　　　　　　　３８単位以上

１０．ｲﾝﾃﾞｨﾍﾟﾝﾃﾞﾝﾄｽﾀﾃﾞｨＡ

Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ A1 A2 B1 B2 A Ｂ A1 A2 B A1 A2 B Ａ Ｂ Ａ Ｂ A1 A2 B Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ A1 A2 B Ａ Ｂ

2 2 2 2 4 4 4 2 2 2 2 4 6 2 2 2 2 2 2 4 6 2 2 2 2 2 2 4 6 2 2 2 2 4 4 2 2 2 2 2 2 4 6 4 2 2 2 2 4 2 2 2 2 2 4 6

特　　　論

地 域 ・ 在 宅 ケ ア 看 護 学 看 護 機 能 ・ ケ ア マ ネ ジ メ ン ト 開 発 学 健 康 教 育 開 発 学

博 士 論 文

博　　　士

地域保健看護学
先端侵襲緩和ケア

看護学
高齢者看護・ケア
システム開発学

看護ｼｽﾃﾑﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
学

特　　　論

在宅ケア看護学
ﾘﾌﾟﾛﾀﾞｸﾃｨﾌﾞﾍﾙｽ

看護学
精神保健看護学

生体・生活機能
看護学

小児・家族発達
看護学

4 4 4

健康教育学 国際看護開発学

特　　　論 特　　　論 特　　　論 特　　　論 特　　　論

特　論

１．看護学研究法特論 2

特　　　論 特　　　論

4 4 4 4 4 4 4 4 4

特　　　論 特　　　論 特　　　論

健康情報分析学

特　論 演　習

高齢社会看護ケア開発学

特　論 演　習

看護ｼｽﾃﾑﾏﾈｼﾞﾒﾝ
ﾄ 学

特
論

特
論

実
習Ａ Ａ

2

特　論 演　習 実
習

2

特
論

特　論 演　習

Ａ

2

特
論

臨床看護開発学 先導的看護システム開発学

精 神 保 健 看 護 学

特　論 演　習実
習

特　論 演　習 実
習Ａ Ａ

演　習 特
論

演習特　論特　論 演　習 特　論 演　習 特
論

特　論

Ａ

特
論

先 端 侵 襲 緩 和 ケ ア
看 護 学

基盤看護開発学

看 護 ケ ア技 術開
発 学

小 児 ・ 家 族 発 達 看 護 学

１１．ｲﾝﾃﾞｨﾍﾟﾝﾃﾞﾝﾄｽﾀﾃﾞｨＢ

地域保健看護学
地域健康増進看
護 学

５．看護情報統計学特論 2２．病因・病態解析学

単位数

６．看護教育学特論 2

2

2

2

入 学 定 員 １３人

１．医療情報学 ４．家族看護学特論 2

看護先進科学専攻・生体検査科学専攻
共通選択科目

特
論

看護
病態
生理
学

博 士 論 文 看護先進科学専攻の共通選択科目 単位数

特
論

実
習

２．看護管理学特論 2

３．看護政策学特論

2 2 2

大学院保健衛生学研究科看護先進科学専攻（総合保健看護学専攻）のカリキュラム構造

特
論

ﾘﾌ ﾟﾛﾀ ﾞ ｸﾃ ｨﾌ ﾞ ﾍ ﾙｽ
看 護 学

特
論

博　　　士

1

国際看護開発学

2

演　習

2

特　論

Ａ

７．国際看護研究方法論

８．看護研究方法論（国際比較研究）

９．看護研究方法論（ｸﾞﾗﾝﾃﾞｯﾄﾞｾｵﾘｰ）

2

1

がんｴﾝﾄ ﾞｵ ﾌ ﾞ ﾗｲﾌｹ ｱ看護学

2

演　習

Ａ

2

特
論

在 宅 ケ ア看 護学
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博　士　後　期　課　程

１．専攻分野必修科目

　　特論　　　　　　　４単位

　※生体検査科学セミナー　１単位

　　特別研究　　　　７単位

２．修了に必要な単位数

　　　　　　　　　　１２単位以上

※平成２６年度入学生より適用

※平成２５年度以前入学者の特別

　研究は８単位

博　士　前　期　課　程

１．専攻分野必修科目

　　特論Ａ　　　　　４単位

　　実験Ａ　　　　　２単位

　※生体検査科学セミナー　１単位

　※特別研究　　　７単位

※平成２６年度入学生より適用

※平成２５年度以前入学者の特別
研究は８単位

２．選択科目（上記以外の科目）

　　　　　　　　　　１６単位以上

３．修了に必要な単位数

　　　　　　　　　　３０単位以上

保健衛生学研究科　生体検査科学専攻の博士（前期・後期）課程カリキュラム構造

博　　　士

先端分析検査学
生 体 機 能 支 援
シ ス テ ム 学

生 体 防 御 検 査 学 分子病態検査学 先端血液検査学
分 子 生 命 情 報

解 析 学
形 態 ・ 生 体 情 報

解 析 学
生 命 機 能 情 報

解 析 学

4 4

特　　　論特　　　論 特　　　論特　　　論 特　　　論 特　　　　論

4 4

特　　　論 特　　　論

生 命 情 報 解 析 開 発 学 分子・遺伝子応用検査学

44 44

入 学 定 員 ６人

博 士 論 文

生 命 情 報 解 析 開 発 学 分 子 ・ 遺 伝 子 応 用 検 査 学

修　　士 入 学 定 員 １２人

修 士 論 文

分 子 生 命 情 報
解 析 学

形態・生体情報
解 析 学

生 命 機 能 情 報
解 析 学

生体機能支援
シ ス テ ム 学

※疾患ﾓﾃﾞﾙ生物情
報 解 析 学

先端分析検査学 生 体 防 御 検 査 学 分子病態検査学 先端血液検査学

特論 実験 特論 実験 特論 実験 特論 実験 特論 実験 特論 実験 特論 実験 特論 実験 特論 実験

A1 A2 A1 A2 Ａ Ａ A1 A2 A1 A2 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ A1 A2 A1 A2 Ａ Ａ Ａ Ａ

4 4 2 2 4 2 4 4 2 2 4 2 4 2 4 2 4 22 4 4 2 2 4
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看護先進科学専攻 修了の要件並びに履修方法 

 

 
 

博士課程 

（１）科目履修方法 

１）修了要件は、本専攻に５年以上在学し、授業科目を３８単位以上修得し、研究指導を受け、かつ本専攻の

行う博士論文の審査及び試験に合格することとする。ただし、在学期間に関しては、優れた研究業績を挙

げた者と研究科委員会において認めた場合には、３年以上在学すれば足りるものとする。 

  なお、大学院保健衛生学研究科委員会が定める中間評価を原則として受審すること。 

２）修得すべき３８単位の履修方法は、①所属教育研究分野の特論Ａ又はＢより２単位（１～２年次に履修）、

②所属教育研究分野の演習Ａ又はＢより２単位（１～２年次に履修）、③所属教育研究分野の特論４単位

（２～４年次に履修）、④特別研究Ⅰ４単位（１～２年次に履修）及び特別研究Ⅱ８単位（３～５年次に

履修）及び選択科目として①～④を除く授業科目より１８単位以上とする。なお、１年次に２２単位以上

履修すること。 

  ３）Nurse-Investigator 育成Pathway（BSN-Ph.D）コース※１の修了要件は以下のとおりとする。 

修得すべき３８単位の履修方法は、①所属教育研究分野の特論Ａ又はＢより２単位（１～２年次に履修）、

②所属教育研究分野の演習Ａ又はＢより２単位（１～２年次に履修）、③所属教育研究分野の特論４単位

（２～４年次に履修）、④インディペンデントスタディＡ２単位（１～５年次に履修）、⑤インディペン

デントスタディＢ２単位（１～５年次に履修）、⑥特別研究Ⅰ４単位（１～２年次に履修）及び特別研究

Ⅱ８単位（３～５年次に履修）及び選択科目として①～⑥を除く授業科目１４単位とする。なお、１年次

に２２単位以上履修すること。 

  なお、２１ページの看護先進科学専攻授業概要に記載されている※の科目の中から、学部２～４年次に科

目等履修生として毎年最低２単位履修すること。ただし、計１０単位を上限とする。学部で履修した科目

は、大学院入学後に単位認定し、修了要件の単位数に含む。 

 

※１ Nurse-Investigator育成Pathway（BSN-Ph.D）コースの詳細については、１１ページを参照すること。 

 

４）看護先進科学専攻共通科目（①看護学研究法特論、②看護管理学特論、③看護政策学特論、④看護教育学

特論、⑤看護情報統計学特論、⑥家族看護学特論、⑦国際看護研究方法論、⑧看護研究方法論（国際比較

研究）、⑨看護研究方法論（グランデッドセオリー）、⑩インディペンデントスタディＡ、⑪インディペ

ンデントスタディＢ）のうち、①～④は専門看護師の必修科目である。 

５）専門看護師受験資格を希望する者は該当する教育研究分野の専攻教育課程照合表を参照のこと。 

６）履修科目の追加をする場合は、各年度当初に履修登録を受け付ける。  

７）履修科目の変更は原則として認めない。  

８）指導教員と相談の上、履修の手続きを行うこと。 

９）成績の評価は、秀（100〜90）・優（89〜80）・良（79〜70）・可（69〜60）及び不可とし、不可は不合格とする。 
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（２）専門看護師教育と受験資格に必要な科目の履修 

① 専門看護師に求められる役割は、専門看護分野において卓越した看護実践能力を有し、看護職者を含むケ

ア提供者に対しケアを向上させるための教育的役割を果たし、かつ、コンサルテーションを行い、また、

保健医療福祉に携わる人々の間のコーディネーションを行う。さらに、専門知識・技術の向上、開発を図

るために実践の場における研究活動を行い、倫理的問題への調整的行動がとれることとされている。この

ような役割を果たすためには、高水準の専門性の高い看護ケア能力を有し、卓越した看護実践能力と教育・

研究能力を有する高度な保健医療スタッフとして機能することが必要である。 

② 専門看護師受験希望者は、専門看護師の受験資格を得る必要があるが、そのために必要な要件は、次項に

示すとおりＣＮＳ共通科目８単位（①看護学研究法特論２単位、②看護管理学特論２単位、③看護政策学

特論２単位、④看護教育学特論２単位）、実習６単位、各専門看護師受験資格取得に必要な専攻分野共通

科目・専攻分野専門科目（本履修要項実習科目の後頁に照合表が掲載されているので確認すること）１２

単位を履修する必要がある。 

  なお、看護先進科学専攻は５年一貫博士課程であるが、一般社団法人日本看護系大学協議会が認定した専

門看護師教育課程の履修者は、１年６か月以上在学し、原則として大学院学則第２０条第５項に規定する

所定の単位中２６単位以上を修得した場合、修士学位論文提出の資格を得られ、学位審査に合格、特別研

究Ⅰ（４単位）を修得することで、修士（看護学）の学位が与えられる。そのため、２年間で専門看護師

受験資格を得ることができる。 

 

専門看護師教育課程共通科目（CNS共通科目）の照合表 
（日本看護系大学協議会より認定） 

科目 大学院該当科目 その科目の内容 
履修 
単位 

認定 
単位

看護研究 看護学研究法特論 

看護研究 
・因子探索研究 
・関係探索研究 
・関連検証研究 
・因果仮説検証研究 

対象別研究論文クリティーク 
評価尺度の開発論文のクリティーク 

２ ２ 

看護管理論 看護管理学特論 

看護管理学総論 
リーダーシップ理論 
リスクマネジメント 
スタッフ能力開発とスーパービジョン 
マーケティングと患者満足度 
ケアの質と査定 
看護業務の効率と効果 
医療と法と看護 
医療政策と患者運動 

２ ２ 

看護政策論 看護政策学特論 

看護政策総論 
医療保健福祉政策と看護政策の現状と課題 

・医療保健福祉と看護政策 
・看護政策の現状と課題 
・看護政策の現状分析と課題の具体化 

看護課題を現場改善と政策に反映させる方法 
・現場改善へのデータ収集と分析 
・現場改善の方法 
・看護政策への反映方法 

２ ２ 

看護教育論 看護教育学特論 

専門看護師のスタッフへの教育機能 
スタッフナースのケア向上のための技術内容と教育方法 
教育効果を図る技法 
スタッフナースへの教育評価の方法 

２ ２ 

 
認定単位数
８ 単 位
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（３）講義時間 

講義は原則として次の時間帯に行う。 

 

時限 時間 

１ 時 限 

２ 時 限 

３ 時 限 

４ 時 限 

５ 時 限 

 8 : 5 0  〜  1 0 : 2 0 

1 0 : 3 0  〜  1 2 : 0 0 

1 3 : 0 0  〜  1 4 : 3 0 

1 4 : 4 0  〜  1 6 : 1 0 

1 6 : 2 0  〜  1 7 : 5 0 

 

特別研究は、特論、演習、実験のない時限及び２年次に行う。  

補講のため、授業期間外あるいは土曜日に授業を行うことがある。 

 

（４）講義室、演習室 

担当教員が指定する場所 ・・・保健衛生学研究科大学院講義室２（３号館１５階） 

 

（５）Nurse-Investigator育成Pathwayコース（BSN-PhDコース）について 

将来研究・教育職を希求する、意欲と能力のある学部学生が、学部在籍時から目的を持ってその途を歩める

ようにするため、学部２学年次から４年次まで、科目等履修生として大学院科目を計画的に履修する。 

大学院科目を履修可能な学生は一定の成績基準を満たした者とし、履修単位は１年間で２～４単位程度（３

年間の合計10単位まで）とする。３年後期の学内選抜試験を経て大学院入学者選抜試験を受け、合格した者が

本コース適応者として、学部卒業後はそのまま大学院に進学する。大学院入学後に学部時代に履修した科目等

履修単位について、10単位を超えない範囲で単位認定する。大学院進学が決定した時点（学部３年次）で、大

学院入学後の学生個別の５年間のPathway計画を立案するが、それには少なくとも１年以上の実地経験（最低１

年間の臨床経験、研究プロジェクトへの参画、短期留学、ポスドクなど）を組み込む。 

  社会経験を備えた20代の博士号を取得した若手研究者の育成を目標に、個々の資質や希望、能力等を鑑み、

学生ごとの個別キャリア形成プラン(Pathway)を作成し、学部３・４年次、大学院入学時等、経時的な複数指導

教員による手厚い個別指導を行っていく。 

 

 ①応募資格と対象人数 

学内選抜にあたっては、大学院科目を科目等履修している学部生のうち、それまでの学業成績が各学年GPA3.5

以上、全体平均3.8以上で、学部卒業後はそのまま大学院への進学を希望する意欲と自律性のある学生で、複数

教員の推薦のある者とする。学内選抜規定は別途定めるが、本コースの入学者は博士課程定員（13名）の原則

１～２割、すなわち毎年１～２名程度とする。 

 

 ②カリキュラム構成の概要 

本コースでは学部２～４年次に、授業科目概要（２１ページ参照）で※印が付されている大学院科目を毎年

最大２～４単位程度（３年間の合計10単位まで）科目等履修生として履修していることを前提とする。また本

コース適応者は学部の卒業論文Ⅰ・Ⅱ（学部必修科目）においては、学位論文（博士）を視野に入れた研究計

画立案を目指す。学部生で履修した大学院科目は、大学院入学後に単位認定する。大学院入学後は５年間の履

修期間内に原則１年間の実地経験を組み込むものとする。さらに在学期間短縮制度も適用可能とする。 
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 海外における学士―博士課程直結型教育プログラム（BSN-Ph.Dコース）においては、優れた学生に対して教授

の研究の一員として積極的に登用する研究メンター制度をリーダー教育の一つとして取り入れている。学生には

学士課程在学中から学会発表や論文投稿の機会を与え、研究能力育成に努めている。このような環境の中から生

まれる研究は、指導教員の豊かな研究成果を基盤としているため、学生自らの着想と努力を主とした研究成果と

比して、質の高い学位論文が期待できる。 

 

③本コースでの履修例 

例1：学部２～４年次大学院科目履修・（学位論文計画着手）→学部卒業→大学院入学→大学院に在籍しながら

1年間病院勤務→博士課程修了（在学期間短縮）→１年間ポスドク 

例2：学部２～４年次大学院科目履修・（学位論文計画着手）→学部卒業→大学院入学（途中研究所での研究プ

ロジェクトに１年間参加）→博士号取得 

 

（６）履修モデル 

 

履修例１：看護ケア技術開発学分野学生の場合 

所属分野   看護ケア技術開発学特論A・B（１～２年次）より     必修２単位  

         看護ケア技術開発学演習A・B（１～２年次）より     必修２単位 

         看護ケア技術開発学特論（２～４年次）         必修４単位 

所属分野必修科目以外の選択科目                    １８単位以上 

特別研究   特別研究Ⅰ（１～２年次）               必修４単位 

特別研究Ⅱ（３～５年次）               必修８単位 

__________________________________________________________________     

                    計                ３８単位 

 

 

履修例２：Nurse-Investigator育成Pathwayコースに所属する看護ケア技術開発学分野学生の場合 

 

所属分野   看護ケア技術開発学特論A・B（１～２年次）より 必修２単位  

         看護ケア技術開発学演習A・B（１～２年次）より 必修２単位 

         看護ケア技術開発学特論（２～４年次）     必修４単位    学部在学時の大学院 

  所属分野必修科目以外の選択科目                １４単位以上  科目等履修を含む 

  共通科目   インディペンデントスタディＡ         必修２単位 

         インディペンデントスタディＢ         必修２単位 

特別研究   特別研究Ⅰ（１～２年次）           必修４単位 

       特別研究Ⅱ（３～５年次）           必修８単位 

________________________＿______________________＿＿________________ 

               計                 ３８単位 
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総合保健看護学専攻博士（後期）課程修了の要件並びに履修方法 
 

（１）科目履修方法 

① 本専攻に３年以上在学し、授業科目を１２単位以上修得し、博士論文の審査及び最終試験に合格すること。  

② 本専攻において修得すべき１２単位の履修方法は、所属教育研究分野の特論4単位、特別研究８単位とする。 

③ 前期課程の科目を１０単位まで履修できる。ただし、後期課程の修了に必要な単位数には含めない。（専

門看護師の科目の履修も可能であるが実習については前期課程で履修することを原則とし、一部のみ補足

とする）  

④ 履修科目の追加をする場合は、各年度当初に履修登録を受け付ける。  

⑤ 履修科目の変更は原則として認めない。  

⑥ 指導教員と相談の上、履修の手続きを行うこと。 

⑦ 成績の評価は、秀（100〜90）・優（89〜80）・良（79〜70）・可（69〜60）及び不可とし、不可は不合格とする。 

 

（２）講義室等 

担当教員が指定する場所 

 

（３）科目の読み替えについて 

大学院改組により、総合保健看護学専攻博士（後期）課程の特論科目は、看護先進科学専攻博士課程の特論

科目として開講される。 

下記のとおり対応しているので、該当する特論科目を履修すること。 

 

【総合保健看護学専攻科目名】 

→ 

【看護先進科学専攻科目名】 

地域保健看護学特論 地域保健看護学特論 

在宅ケア看護学特論 在宅ケア看護学特論 

─（対応科目なし） がんエンドオブライフケア看護学特論

リプロダクティブヘルス看護学特論 リプロダクティブヘルス看護学特論 

精神保健看護学特論 精神保健看護学特論 

生体・生活機能看護学特論 看護ケア技術開発学特論 

先端侵襲緩和ケア看護学特論 先端侵襲緩和ケア看護学特論 

高齢者看護・ケアシステム開発学特論 高齢社会看護ケア開発学特論 

看護システムマネジメント学特論 看護システムマネジメント学特論 

健康情報分析学特論 ─（対応科目なし） 

健康教育学特論 地域健康増進看護学特論 

国際看護開発学特論 国際看護開発学特論 

小児・家族発達看護学特論 小児・家族発達看護学特論 

特別研究 特別研究Ⅱ 
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生体検査科学専攻 修了の要件並びに履修方法 
 

博士（前期）課程 

（１）科目履修方法 

① 本専攻に２年以上在学し、授業科目を３０単位以上修得し、修士論文の審査及び最終試験に合格すること。  

② 本専攻において修得すべき３０単位の履修方法は、所属教育研究分野の特論Ａ４単位、実験Ａ２単位、特

別研究７単位、生体検査科学セミナー１単位及び選択科目１６単位とする。なお、原則として１年次に２

２単位以上履修すること。 

③ 履修科目の追加をする場合は、各年度当初に履修登録を受け付ける。 

④ 履修科目の変更は原則として認めない。  

⑤ 指導教員と相談の上、履修の手続きを行うこと。  

⑥ 成績の評価は、秀（100〜90）・優（89〜80）・良（79〜70）・可（69〜60）及び不可とし、不可は不合格とする。 

⑦ ２年次の２月末までに修士論文の発表会を行う。 

 

表１ 単位と教育内容 

 科目 教育内容 

所 属

分 野

必 修

選 択

所

属

分

野

学

生

必

修

特 論 Ａ   ４ 単 位
各分野の学生も履修しやすいように比較的共通性があり、かつ当該分野の専門性を

含む内容である。 
○  

実 験 Ａ   ２ 単 位 所属分野の学生への専門内容で実験を中心とした内容である。 ○  

特別研究  ７単位

各自の専攻分野において研究方法を学び、研究テーマを定めて文献検討・調査・実

験・事例分析などによりデータを収集し、論文としてまとめる過程を通して学会発表や

学術論文として公表する能力を修得できる内容である。 

○  

生体検査科学セミナー

      １単位

「生体検査科学セミナー」と題し、学生がそれぞれの研究テーマの説明や研究の進

捗状況の説明を発表させる機会を、年に数回程度設けている。 

生体検査科学専攻学生は、必ず同セミナーに出席すること。 

○  

選

択

選択科目 １６単位

・共通科目 

・専攻科目 

所属分野必修科目以外の科目を生体検査科学専攻科目及び共通科目（看護先進

科学専攻と生体検査科学専攻の共通２科目）から選択。 
 ○ 

 

（２）講義時間 

講義は原則として次の時間帯に行う。 

時限 時間 

１ 時 限 
２ 時 限 
３ 時 限 
４ 時 限 
５ 時 限 

 8 : 5 0  〜  1 0 : 2 0 
1 0 : 3 0  〜  1 2 : 0 0 
1 3 : 0 0  〜  1 4 : 3 0 
1 4 : 4 0  〜  1 6 : 1 0 
1 6 : 2 0  〜  1 7 : 5 0 

特別研究は、１年次の特論、演習、実験のない時限及び２年次に行う。  

補講のため、授業期間外あるいは土曜日に授業を行うことがある。 

 

（３）講義室、演習室 

担当教員が指定する場所 ・・・保健衛生学研究科大学院講義室１（３号館１５階） 
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博士（後期）課程 

（１）科目履修方法 

① 本専攻に３年以上在学し、授業科目を１２単位以上修得し、博士論文の審査及び最終試験に合格すること。  

② 本専攻において修得すべき１２単位の履修方法は、所属教育研究分野の特論４単位、特別研究７単位、生体

検査科学セミナー１単位とする。 

③ 前期課程の科目を１０単位まで履修できる。ただし､後期課程の修了に必要な単位数には含めない。  

④ 履修科目の追加をする場合は、各年度当初に履修登録を受け付ける。  

⑤ 履修科目の変更は原則として認めない。  

⑥ 指導教員と相談の上、履修の手続きを行うこと。 

⑦ 成績の評価は、秀（100〜90）・優（89〜80）・良（79〜70）・可（69〜60）及び不可とし、不可は不合格とする。 

 

（２）講義室等 

担当教員が指定する場所 
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ＧＰＡについて 

 

 
ＧＰＡとは、履修した各科目の成績評価に対して、それぞれポイント（ＧＰ）を定め、成績の平均値

を示す成績評価結果の表示方法のひとつである。ＧＰＡは当該年度のものと累積のものを算出するが、

成績証明書には累積ＧＰＡを表示するものとする。 

 

「秀」修得単位数×４＋「優」修得単位数×３＋「良」修得単位数×２＋「可」修得単位数×１＋「不可」修得単位数×０ 

履修登録単位数 

※小数点第３位以下は切り捨て 

 
 
【履修取消について】 
  
履修取消とは、いったん履修登録した科目を大学が定める一定期間※に本人からの請求により、履修

を取り消すことをいう。履修取り消しを行った科目に関しては、GPA には参入されず、成績証明書にも

記載されない。 
 履修取消とは、一旦履修登録した科目を大学の定める一定期間※３に本人からの請求により、履修を取り消

すことをいう。履修取消を行った科目に関しては、ＧＰＡには算入されず、成績証明書にも記載されない。 

履修取消の手続きは、履修登録科目取消願【334 ページ】（様式はホームページ「学部・大学院」→「大学 

院保健衛生学研究科」→「学務部教務課大学院室」→「諸手続」）により学務部教務課大学院室に提出する。 

なお、期間内に履修取消の手続きを行わず、自ら履修を放棄した場合は「不可」評価とする。  

 

※ 履修取消の期間は、各授業科目の第５回目の講義が開始されるまでとする。なお、夏期休業期間中等に

行われる集中講義については、当該科目の履修確定日の翌日から授業開始日の一週間前までとする。 
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【前　　期】
１　時　限 ２　時　限 ３　時　限 ４　時　限 ５　時　限

8:50～10:20 10:30～12:00 13:00～14:30 14:40～16:10 16:20～17:50

精神保健看護学特論Ｂ－１
田上

精神保健看護学特論Ａ－１
田上

看護ｼｽﾃﾑﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ学特論Ａ※
深堀

看護研究方法論（国際比較研究）
近藤

小児・家族発達看護学特論A－２
岡光

リプロダクティブヘルス看護学特論A
大久保

看護ケア技術開発学特論Ｂ※
齋藤

先端侵襲緩和ケア看護学特論A
未定

看護病態生理学※
山﨑

　

【後　　期】
１　時　限 ２　時　限 ３　時　限 ４　時　限 ５　時　限

8:50～10:20 10:30～12:00 13:00～14:30 14:40～16:10 16:20～17:50

先端侵襲緩和ケア看護学特論B
未定

地域健康増進看護学特論Ａ
森田

がんエンドオブライフケア看護学特論Ｂ
山﨑

精神保健看護学特論Ｂ－２
田上

精神保健看護学演習Ｂ
田上

 

看護ｼｽﾃﾑﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ学特論B
深堀

高齢社会看護ケア開発学演習Ａ
緒方

 

＊履修登録に際しては、各授業実施日を確認の上行ってください。 ※：BSN-Ph.Dコース　先取履修対象科目（学部生履修可能科目）

＊社会人学生については、各授業担当教員と相談のうえ、別途カリキュラムを作成します。

＊実習科目は別途時間割を作成します。

　
ﾘﾌﾟﾛﾀﾞｸﾃｨﾌﾞﾍﾙｽ看護学演習A
　　　　　　大久保
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾘﾌﾟﾛﾀﾞｸﾃｨﾌﾞﾍﾙｽ看護学演習B
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大久保

ﾘﾌﾟﾛﾀﾞｸﾃｨﾌﾞﾍﾙｽ看護学特論Ｂ
大久保

看護ｼｽﾃﾑﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ学演習B
深堀

国際看護開発学演習Ａ
近藤

金

木

看護ケア技術開発学演習Ｂ
齋藤

看護ケア技術開発学演習Ａ
齋藤

小児・家族発達看護学特論B
岡光

看護教育学特論※
未定、田上、佐々木

高齢社会看護ケア開発学特論Ｂ※
緒方

在宅ケア看護学演習Ａ
本田

小児・家族発達看護学演習B
岡光

高齢社会看護ケア開発学演習Ｂ
緒方

火

　
　　　　看護政策学特論※
　　　　　　　深堀
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　家族看護学特論
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　岡光

先端侵襲緩和ケア看護学演習Ｂ
未定

がんエンドオブライフケア看護学演習Ａ
山﨑

水  
看護研究方法論（グランデッドセオリー）

未定

月 国際看護研究方法論※
近藤

先端侵襲緩和ケア看護学演習Ａ
未定

地域健康増進看護学演習Ａ
森田

がんエンドオブライフケア看護学演習Ｂ
山﨑

金

　

高齢社会看護ケア開発学特論Ａ※
　　　　　　　緒方
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　高齢社会看護・システム開発学演
習A　　　 〇〇〇〇〇〇〇〇〇    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　緒方

精神保健看護学特論Ａ－２※
田上

精神保健看護学演習Ａ
田上

小児・家族発達看護学演習Ａ－１
岡光

小児・家族発達看護学演習Ａ－２
岡光

　

がんエンドオブライフケア看護学特論Ａ－２
山﨑

看護ケア技術開発学特論Ａ
齋藤

国際看護開発学特論Ａ※
近藤

地域保健看護学演習A
佐々木

　
ﾘﾌﾟﾛﾀﾞｸﾃｨﾌﾞﾍﾙｽ看護学演習A
　　　　　　　大久保
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      ﾘﾌﾟﾛﾀﾞｸﾃｨﾌﾞﾍﾙｽ看護学演習B
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                         大久保

看護ｼｽﾃﾑﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ学演習A
深堀

水
[5時限～6時限（18:30～20:00)]

(共）病因・病態解析学
角・笹野

木

在宅ケア看護学特論Ａ
本田

（共）医療情報学
伊藤

平成２８年度大学院保健衛生学研究科５年一貫制博士課程
看護先進科学専攻授業時間割

月

　

がんエンドオブライフケア看護学特論Ａ－１※
　　　　　　　山﨑
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      地域保健看護学特論A
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                         佐々木

看護学研究法特論※
大久保・深堀・森田

小児・家族発達看護学特論Ａ－１※
岡光

火

看護管理学特論
　深堀 [5時限～6時限（18:30～20:00)]

看護情報統計学特論
本田
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１　時　限 ２　時　限 ３　時　限 ４　時　限 ５　時　限
8:50～10:20 10:30～12:00 13:00～14:30 14:40～16:10 16:20～17:50

１　時　限 ２　時　限 ３　時　限 ４　時　限 ５　時　限
8:50～10:20 10:30～12:00 13:00～14:30 14:40～16:10 16:20～17:50

分子生命情報解析学特論Ａー２
鈴木

先端分析検査学特論Ａ
戸塚

先端血液検査学実験Ａ
小山

金

月

火

水

木

[5時限～6時限
（18:30～20:00)]

(共）病因・病態解析学
角・笹野

生命機能情報解析学特論Ａ－２
笹野

分子病態検査学実験Ａ
沢辺

（共）医療情報学
伊藤

生体防御検査学特論Ａー１
窪田

分子生命情報解析学特論Ａー１
赤澤

先端分析検査学実験Ａ
戸塚

分子病態検査学特論Ａ
沢辺

分子生命情報解析学実験Ａ－１．Ａ－２
赤澤・鈴木

【後　　期】

形態・生体情報解析学特論Ａ
星

形態・生体情報解析学実験Ａ
星

月

火

生体機能支援システム学特論Ａ
伊藤

先端血液検査学特論Ａ
小山

生命機能情報解析学実験Ａ－1
角

生体防御検査学実験Ａ－１
窪田

生体機能支援システム学実験Ａ
伊藤

生命機能情報解析学実験Ａ－２
笹野

平成２８年度大学院保健衛生学研究科博士（前期）課程
生体検査科学専攻授業時間割

＊履修登録に際しては、各授業実施日を確認の上行ってください。

＊社会人学生については、各授業担当教員と相談のうえ、別途カリキュラムを作成します。

水

木

金

生命機能情報解析学特論Ａ－１
角

【前　　期】
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１　時　限 ２　時　限 ３　時　限 ４　時　限 ５　時　限
8:50～10:20 10:30～12:00 13:00～14:30 14:40～16:10 16:20～17:50

１　時　限 ２　時　限 ３　時　限 ４　時　限 ５　時　限
8:50～10:20 10:30～12:00 13:00～14:30 14:40～16:10 16:20～17:50

平成２８年度大学院保健衛生学研究科博士（後期）課程
生体検査科学専攻授業時間割

【前　　期】

月
生命機能情報解析学特論

角・笹野

木

金
先端血液検査学特論

小山

形態・生体情報解析学特論
星

火
分子病態検査学特論

沢辺

水

【後　　期】

月
生体機能支援システム学特論

伊藤

火
先端分析検査学特論

戸塚

金

＊履修登録に際しては、各授業実施日を確認の上行ってください。

＊社会人学生については、各授業担当教員と相談のうえ、別途カリキュラムを作成します。

水
生体防御検査学特論

窪田

木
分子生命情報解析学特論

赤澤・鈴木
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看護先進科学専攻
博士課程授業概要

（総合保健看護学専攻）
（博士（後期）課程授業概要）
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看護研究方法論（国際比較研究） 

Research Design for Nursing（International Comparison） 

科目コード １２０９           １単位 (前期 火曜日 Ⅳ時限) 

 

１．担当教員 

近藤 暁子 （本学国際看護開発学 教授） 

 

２．主な講義場所 

  大学院講義室（３号館１５階） 

 

３．授業目的・概要等  

   国際比較に有用な看護・保健領域のデータベースについて幅広く理解を深めるとともに、国際比較研究の提案、調

査計画の調整、フィールド調査を含めた方法論、比較分析法、考察および結論の作成について概観する。看護領域の

国際比較研究について複数例を取り上げ、比較分析し、国際比較研究として価値あるテーマの創出について議論す

る。 

 

４．授業の到達目標  

 １）国際比較研究を行う目的・意義を理解する。 

２）国際比較に有用な看護・保健領域のデータベースを活用して情報収集・文献検索を行うことができる。 

 ３）国際比較研究の事例を用いて具体的方法論および国際比較研究論文の全体像を理解する。 

 ４）国際比較研究に用いられる統計的分析方法の意味を理解する。 

 ５）国際比較を行った原著論文のクリティークを通し、研究課題を具体化し、国際看護活動への研究的アプローチ方法

を理解する。 

 

５．授業方法 

  講義と学生が主体的に運営するゼミ形式によって行う。ゼミは指定したテーマに関連する図書および論文等を素材と

して、自己学習やグループ学習の成果発表と全体討議により運営する。自分の担当以外の部分も十分自己学習して出席

すること。 

 

６．授業内容 

<授業計画> 

回 月日 内容 担当者 

1 4/19 オリエンテーション 国際比較研究の例 近藤暁子 

2 4/26 英語論文講読（量的研究） 近藤暁子 

3 5/17 国際比較英語論文クリティーク 近藤暁子 

4 5/31 国際比較英語論文クリティーク 近藤暁子 

5 6/14 課題作成準備 近藤暁子 

6 6/21 課題作成準備 近藤暁子 

7 7 月第 1週 

7/5 

国際比較研究の例(質的研究) Ezeonwu, MC  

近藤暁子 

8 7/19 最終課題プレゼンテーション 近藤暁子 

 

７．成績評価の方法 

  プレゼンテーションや資料、授業への参加度、最終レポートによって評価する。 

  参加状況・討論参加状況    20％ 

  資料作成・プレゼンテーション 40％ 

  最終提出レポート       40％   
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  最終レポート課題【自分が行ってみたい国際比較研究のテーマとその意義および方法】 

 

８．準備学習等についての具体的な指示 

  随時指示する 

 

９．参考書 

   適宜紹介する。 

 

１０．履修上の注意事項 

基本的にすべて英語で実施する。 

 

１１．オフィスアワー 

随時予約してください。 

担当教員 国際看護開発学分野  教授 近藤 暁子 

内線：5387    E-mail：akondo.ind@tmd.ac.jp 

科目責任者  国際看護開発学教授室（3号館18階） 

 

１２．備考 

  会議等で不在の場合が多いため、面接は事前に必ずアポイントを取ってください。 

  7 週目は米国の講師による Skype を使用した講義、ディスカッションを行う。時差の関係で時間は 1 限に実施し、曜

日も変更となる可能性がある。 
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東京医科歯科大学大学院学則 

 

平 成 １６年 ４月 １日  

規  程   第  ５ 号  

 

第１章  総則 

 

第１条 本学大学院は医学、歯学及びそれらの相互関連領域に関する学術の理論及び応用

を教授研究し、その深奥を究めて文化の進展に寄与することを目的とする。 

２ 研究科ごとにおける人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的については、

当該研究科等において別に定める。  

 

第２条 本学大学院に、次の課程を置く。 

(1) 医学又は歯学を履修する博士課程 

(2) 修士課程及び博士課程 

(3) 前期２年及び後期３年に区分して履修する博士（前期・後期）課程（以下、区分す

る場合は、前期２年の課程を「博士（前期）課程」、後期３年の課程を「博士（後期）

課程」という。） 

２  修士課程及び博士（前期）課程は、広い視野に立って精深な学識を授け、専攻分野に

おける研究能力又は高度の専門性を要する職業等に必要な高度の能力を養うことを目

的とする。 

３  博士課程及び博士（後期）課程は、専攻分野について、研究者として自立して研究活

動を行い、又はその他の高度に専門的な業務に従事するに必要な高度の研究能力及びそ

の基礎となる豊かな学識を養うことを目的とする。 

４  博士（前期）課程は、これを修士課程として取扱う。  

 

第２章 組織 

 

第３条  本学大学院に、国立大学法人東京医科歯科大学組織運営規程（平成１６年規程第

１号）の定めるところにより、次の研究科を置く。 

    医歯学総合研究科 

保健衛生学研究科 

 

第３条の２ 本学大学院に、学外研究機関等の研究者等と連携して大学院教育を行う連携

大学院実施のため、連携大学院分野を置くことができる。 

２ 連携大学院分野については、別に定める。 
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第４条 医歯学総合研究科に、次の課程、専攻及び講座を置く。 

課  程 専   攻   名 講   座   名 

修  士 

課  程 
医歯理工学 

 

博  士 

課  程 

 医歯学系  

口腔機能再構築学 

顎顔面頸部機能再建学 

生体支持組織学 

環境社会医歯学 

老化制御学 

全人的医療開発学 

認知行動医学 

生体環境応答学 

器官システム制御学 

先端医療開発学 

東京医科歯科大学・チリ大

学国際連携医学系 

 

東京医科歯科大学・チュラ

ロンコーン大学国際連携歯

学系 

 

 

生命理工学系 

 

生命理工学 

２ 医歯学総合研究科医歯理工学専攻に、医療管理政策学コースを置く。 

３ 前項の医療管理政策学コースは、これを次のコースに区分するものとする。 

(1) 医療管理学コース 

(2) 医療政策学コース 

 

第５条 保健衛生学研究科に、次の課程、専攻及び講座を置く。 

 課  程 専 攻 名 講 座 名 

博  士 

課  程 

看護先進科学 

基盤看護開発学 

臨床看護開発学 

先導的看護システム開発学 

共同災害看護学   

博 士 ( 前 

期 ・ 後 

期)課程 

生体検査科学 
生命情報解析開発学 

分子・遺伝子応用検査学 
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第３章  収容定員 

 

第６条  本学大学院の入学定員及び収容定員は、次のとおりとする。 

(1) 医歯学総合研究科 

課 程 専   攻   名 入 学 定 員 収 容 定 員 

修士課程 

医歯理工学 

 （医療管理学コース） 

 （医療政策学コース） 

１１０ 

（５） 

（１０） 

２１５ 

（５） 

（２０） 

博士課程 

医歯学系 １８１ ７２４ 

東京医科歯科大学・チリ大学

国際連携医学系 
３ １５ 

東京医科歯科大学・チュラロ

ンコーン大学国際連携歯学

系 

３ １５ 

生命理工学系 ２５ ７５ 

 備考 括弧内の数字は、医療管理政策学コースに係る定員の数を内数で示す。 

 

 (2) 保健衛生学研究科 

課 程 専   攻   名 入 学 定 員 収 容 定 員 

博士課程 

看護先進科学 １３ ６５ 

共同災害看護学 
２ 

（１０） 

１０ 

（５０） 

博 士 ( 前

期)課程 
 生体検査科学 １２ ２４ 

博 士 ( 後

期)課程 
 生体検査科学 ６ １８ 

備考 括弧内の数字は、共同大学院構成大学全体の入学定員及び収容定員を外数で

示す。 

 

第４章  修業年限等 

 

第７条  本学大学院の標準修業年限は、次のとおりとする。 
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 (1) 医歯学総合研究科  

課  程 専   攻   名 標準修業年限

修士課程 

医歯理工学 ２年 

医療管理学コース １年 

医療政策学コース ２年 

博士課程 

医歯学系 ４年 

東京医科歯科大学・チリ大学国際連携医学系 ５年 

東京医科歯科大学・チュラロンコーン大学国際連携歯学系 ５年 

生命理工学系 ３年 

(2)保健衛生学研究科  

課  程 専   攻   名 標準就業年限

博士課程 

看護先進科学  ５年 

共同災害看護学  ５年 

博士(前期)

課程 
 生体検査科学  ２年 

博士(後期)

課程 
 生体検査科学  ３年 

 

第８条 学生は、指導教員及び研究科長を経て、学長の許可を得た場合には、在学期間を

前条各課程の標準修業年限の２倍まで延長することができる。 

２  前項の規定にかかわらず、東京医科歯科大学・チリ大学国際連携医学系専攻（以下「国

際連携医学系専攻」という。）については、在学期間を６年まで延長することができる。  

３  前２項の規定にかかわらず、東京医科歯科大学・チュラロンコーン大学国際連携歯学

系専攻（以下「国際連携歯学系専攻」という。）については、在学期間を８年まで延長

することができる。  

 

第５章 学年、学期 

 

第９条 学年は、４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

 

第１０条 学年を分けて、次の学期とする。 

    前期  ４月１日から９月３０日まで 

    後期 １０月１日から３月３１日まで 

 

第６章 授業科目、履修方法及び単位等 
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第１１条 本学大学院において開設する授業科目及びその単位数については、別に定め

る。 

 

第１１条の２ １単位の授業科目を、４５時間の学修を必要とする内容をもって構成する

ことを標準とし、授業の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業時間外に必要な学

修等を考慮して、１単位当たりの授業時間を次の基準により、各研究科において別に定

める。 

(1) 講義及び演習については、１５時間から３０時間の範囲  

(2) 実験及び実習については、３０時間から４５時間の範囲 

 

第１２条 学生は、指導教員の指示に従って、授業科目の授業及び必要な研究指導を受け

なければならない。 

 

第１３条 学生が、職業を有している等の事情により、標準修業年限を超えて一定の期間

にわたり計画的に教育課程を履修し課程を修了することを希望する旨を申し出たとき

は、当該研究科において支障のない場合に限り、その計画的な履修（次項において「長

期履修」という。）を認めることがある。 

２ 長期履修の取扱いに関し必要な事項は、当該研究科が定める。 

 

第７章 他の研究科又は大学院等における修学及び留学 

 

第１４条 学生が、本学大学院に入学する前に大学院において履修した授業科目について

修得した単位（大学院設置基準（昭和４９年文部省令第２８号）第１５条に規定する科

目等履修生として修得した単位を含む。）を本学大学院の研究科において教育上有益と

認めるときは、本学大学院に入学した後の当該研究科における授業科目の履修により修

得したものとみなすことがある。 

２ 前項により修得したものとみなすことのできる単位数は、編入学、転学等の場合を除

き、本学大学院の当該研究科において修得した単位以外のものについては、合わせて１

０単位を超えないものとする。 

 

第１４条の２  本学大学院の研究科において教育上有益であると認めるときは、

あらかじめ本学大学院の他の研究科と協議のうえ、学生が当該他の研究科の

授業科目を履修すること又は当該他の研究科において研究指導の一部を受け

ることを認めることがある。  

２  前項の規定により履修した他の研究科の授業科目について修得した単位は、

１０単位を限度として、学生の所属する研究科において履修した単位とみな

す。  

３  第１項の規定により受けた研究指導は、学生の所属する研究科において受

けた研究指導とみなす。  

 

第１５条 学生が、他の大学院の授業科目を履修することが教育上有益であると本学大学

院の研究科において認めるときは、あらかじめ当該他の大学院と協議のうえ、学生が当

該他の大学院の授業科目を履修することを認めることがある。 

２  前項の規定により履修した他の大学院の授業科目について修得した単位は、１０単位
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を限度として、本学大学院の研究科において修得した単位とみなす。 

 

第１６条  学生が他の大学院、研究所又は高度の水準を有する病院（以下「他の大学院等」

という｡）において研究指導を受けることが教育上有益であると本学大学院の研究科に

おいて認めるときは、別に定めるところにより、あらかじめ、当該他の大学院等と協議

のうえ、学生が当該他の大学院等において研究指導の一部を受けることを認めることが

ある。ただし、修士課程及び博士（前期）課程の学生にあっては、その期間は１年を超

えないものとする。 

２ 前項の規定により受けた研究指導は、本学大学院の研究科において受けた研究指導と

みなす。 

 

第１７条  学生が外国の大学院又はこれに相当する高等教育機関等（以下「外国の大学院

等」という｡）において修学することが教育上有益であると研究科において認めるとき

は、別に定めるところにより、あらかじめ、当該外国の大学院等と協議のうえ、学生が

当該外国の大学院等に留学することを認めることがある。ただし、やむを得ない事情に

より、当該外国の大学院等とあらかじめ協議を行うことが困難な場合には、留学を認め

た後に当該協議を行うことができる。 

２ 前項の規定による許可は、当該研究科委員会の意見を聴いて、学長が決定する。 

３ 前項の許可を得て留学する期間は、原則１年以内とする。ただし、特別の理由がある

場合には、さらに１年を限度として留学期間の延長を認めることがある。 

４ 第３項の規定により留学した期間は、在学年数に算入する。ただし、第２９条の規定

により許可された留学（以下「休学留学」という。）については、この限りではない。 

５ 留学を許可された学生は、休学留学の場合を除き、留学期間中においても本学の授業

料を納付しなければならない。 

６ 第１項の規定により留学して得た修学の成果は、本学大学院の研究科において修得し

た単位（１０単位を限度とする｡）又は受けた研究指導とみなす。 

７ 前項に係る手続き等については、各研究科において定める。 

８ 第６項の規定は、休学留学の場合、外国の大学等が行なう通信教育における授業科目

を我が国において履修する場合及び学生が外国の大学等の教育課程を有するものとし

て当該外国の学校教育制度において位置づけられた教育施設であって、文部科学大臣が

別に指定するものの当該教育課程における授業科目を我が国において履修する場合に

おいても準用する。 

９ 留学を許可された学生において、次の各号の一に該当したときには、本学と外国の大

学等との協議に基づき、教授会等の意見を聴いて学長が留学を取り消すことができる。 

(1) 外国の大学等が所在する国の情勢や自然災害等により、学修が困難であると認めら

れるとき。 

(2) 留学生として、外国の大学等の規則に違反し、又はその本分に反する行為が認めら

れるとき。 

(3) その他留学の趣旨に反する行為があると認められるとき。 

１０ 留学に関する必要な事項は、別に定める。 

 

第８章 課程修了の要件等 

 

第１８条 各授業科目の履修の認定は、試験又は研究報告等により、授業科目担当教員が

学期末又は学年末に行う。 
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第１９条  各授業科目の成績は、秀、優、良、可、不可の５種とする。 

 

第２０条  修士課程及び博士（前期）課程を修了するためには、本学大学院修士課程又は

博士（前期）課程に２年（第４条第３項第１号の医療管理学コースにおいては１年）以

上在学し、所定の授業科目について３０単位以上修得し、かつ、必要な研究指導を受け

た上、学位論文を提出して、その審査及び最終試験に合格しなければならない。ただし、

在学期間に関しては、優れた研究業績を挙げた者と研究科委員会において認めた場合に

は、１年以上在学すれば足りるものとする。 

２  前項の場合において、修士課程及び博士（前期）課程の目的に応じ研究科委員会にお

いて適当と認めるときは、特定の課題についての研究成果の審査をもって学位論文の審

査に代えることができる。 

３  博士課程医歯学系専攻を修了するためには、本学大学院博士課程医歯学系専攻に４年

以上在学し、所定の授業科目について３０単位以上修得し、かつ、必要な研究指導を受

けた上、学位論文を提出して、その審査及び最終試験に合格しなければならない。ただ

し、在学期間に関しては、優れた研究業績を挙げた者と研究科委員会において認めた場

合には、３年以上在学すれば足りるものとする。 

４ 博士課程国際連携医学系専攻を修了するためには、本学大学院博士課程国際連携医学

系専攻に５年以上在学し、所定の授業科目について１９１単位以上修得し、かつ、必要

な研究指導を受けた上、学位論文を提出して、その審査及び最終試験に合格しなければ

ならない。  

５  博士課程国際連携歯学系専攻を修了するためには、本学大学院博士課程国際連携歯学

系専攻に５年以上在学し、所定の授業科目について７２単位以上修得し、かつ、必要な

研究指導を受けた上、学位論文を提出して、その審査及び最終試験に合格しなければな

らない。 

６  博士（後期）課程及び博士課程生命理工学系専攻を修了するためには、本学大学院博

士（後期）課程及び博士課程生命理工学系専攻に３年以上在学し、所定の授業科目につ

いて保健衛生学研究科にあっては１２単位以上、博士課程生命理工学系専攻にあっては

２０単位以上修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、学位論文を提出して、その審

査及び最終試験に合格しなければならない。ただし、在学期間に関しては、優れた研究

業績を挙げた者と研究科委員会において認めた場合には、１年（２年未満の在学期間を

もって修士課程又は博士（前期）課程を修了した者にあっては、当該在学期間を含めて

３年）以上在学すれば足りるものとする。 

７ 博士課程看護先進科学専攻を修了するためには、本学大学院博士課程看護先進科学専

攻に５年（修士課程又は博士（前期）課程に２年以上在学し、当該課程を修了した者に

あっては、当該課程における２年の在学期間を含む。）以上在学し、所定の授業科目に

ついて３８単位以上修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、学位論文を提出して、

その審査及び最終試験に合格しなければならない。ただし、在学期間に関しては、優れ

た研究業績を挙げた者と研究科委員会において認めた場合には、３年（修士課程又は博

士（前期）課程に２年以上在学し、当該課程を修了した者にあっては、当該課程におけ

る２年の在学期間を含む。）以上在学すれば足りるものとする。 

８ 博士課程共同災害看護学専攻を修了するためには、本学大学院博士課程共同災害看護

学専攻に５年以上在学し、所定の授業科目について５０単位以上修得し、かつ、必要な

研究指導を受けた上、学位論文を提出して、その審査及び最終試験に合格しなければな

らない。ただし、在学期間に関しては、優れた研究業績を挙げた者と研究科委員会等に
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おいて認めた場合には３年以上在学すれば足りるものとする。 

 

第２１条  学位論文の審査及び最終試験に関することは、東京医科歯科大学学位規則（平

成１６年規則第５６号。以下「学位規則」という。）に定めるところにより行うものと

する。 

 

第９章  学位 

 

第２２条  本学大学院を修了した者には、次の区分により修士又は博士の学位を授与する。 

 

課   程 学     位 

医歯学総合研

究科 

修士課程 

医歯理工学専攻（医療管理

政策学コースを除く。） 

修士（医科学） 

修士（歯科学） 

修士（理学） 

修士（工学） 

修士（口腔保健学） 

医歯理工学専攻（医療管理

政策学コース） 

修士（医療管理学） 

修士（医療政策学） 

博士課程  

医歯学系専攻 

博士（医 学） 

博士（歯 学） 

博士（学 術） 

東京医科歯科大学・チリ大学

国際連携医学系専攻 
博士（医 学） 

東京医科歯科大学・チュラロ

ンコーン大学国際連携歯学

系専攻 

博士（歯 学） 

生命理工学系専攻 
博士（理学） 

博士（工学） 

保健衛生学研

究科 

博士課程 

看護先進科学専攻 

博士（看護学） 

共同災害看護学専攻 

博士（前期）

課程 
生体検査科学専攻 修士（保健学） 
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博士（後期）

課程 
生体検査科学専攻 博士（保健学） 

２  前 項 に規 定 するもののほか、博 士 課 程 看 護 先 進 科 学 専 攻 に入 学 し、第 ２０条 第 １

項 及 び第 ２項 に規 定 する修 士 課 程 の修 了 要 件 を満 たした者 にも、修 士 (看 護 学 )の学 位

を授 与 することができる。 

 

第２３条  大学院学生以外の者で、博士の学位を請求して論文を提出する者があるとき

は、学位規則の定めるところにより、これを受理するものとする。 

２  前項の論文の審査は、本学学位規則の定めるところによりこれを行い、その審査に合

格し、かつ、専攻学術に関し、大学院の博士課程修了者と同様に広い学識を有すること

が試問により確認された者には、博士の学位を授与する。   

 

第１０章  入学、休学、転学、退学 

 

第２４条  入学の時期は、毎年度学年始めとする。ただし、本学大学院において必要があ

るときは、学期の始めに入学させることができる。 

 

第２５条  修士課程、博士（前期）課程並びに博士課程看護先進科学専攻及び共同災害看

護学専攻に入学することのできる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

(1) 大学（短期大学を除く。）を卒業した者 

(2) 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１０４条第４項の規定により学士の学位

を授与された者 

(3) 外国において、学校教育における１６年の課程を修了した者 

(4) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより

当該外国の学校教育における１６年の課程を修了した者  

(5) 我が国において、外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における 16

年の課程を修了したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育

制度において位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの

当該課程を修了した者 

(6) 外国の大学その他の外国の学校（その教育研究活動等の総合的な状況について、当

該外国の政府又は関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの又はこれに準

ずるものとして文部科学大臣が別に指定するものに限る。）において、修業年限が三

年以上である課程を修了すること（当該外国の学校が行う通信教育における授業科目

を我が国において履修することにより当該課程を修了すること及び当該外国の学校

教育制度において位置付けられた教育施設（前号の指定を受けたものに限る。）にお

いて課程を修了することを含む。）により、学士の学位に相当する学位を授与された

者 

(7) 専修学校の専門課程（修業年限が 4 年以上であることその他の文部科学大臣が定め

る基準を満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が

定める日以後に修了した者 

(8) 文部科学大臣の指定した者（昭和２８年文部省告示第５号） 

(9) 学校教育法第１０２条第２項の規定により大学院に入学した者であって、本学大学
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院において大学院における教育を受けるにふさわしい学力があると認めたもの 

 (10) 本学大学院において、個別の入学資格審査により、大学を卒業した者と同等以上

の学力があると認めた者で、２２歳に達したもの 

(11) 大学に３年以上在学し、本学大学院において、所定の単位を優れた成績をもって

修得したものと認めた者 

(12) 外国において学校教育における１５年の課程を修了し、本学大学院において、所

定の単位を優れた成績をもって修得したものと認めた者 

(13) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することによ

り当該外国の学校教育における１５年の課程を修了し、本学大学院において、所定の

単位を優れた成績をもって修得したものと認めた者 

(14) 我が国において、外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における

１５年の課程を修了したものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度

において位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該

課程を修了し、本学大学院において、所定の単位を優れた成績をもって修得したもの

と認めた者 

２  博士課程医歯学系専攻に入学することのできる者は、次の各号のいずれかに該当する

者とする。 

  (1) 大学の医学、歯学、薬学又は獣医学（修業年限が６年のものに限る。）を履修する

課程を卒業した者 

  (2) 外国において、学校教育における１８年の課程（最終の課程は医学、歯学、薬学又

は獣医学）を修了した者 

  (3) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより

当該外国の学校教育における１８年の課程（最終の課程は医学、歯学、薬学又は獣医

学）を修了した者 

 (4) 我が国において、外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における１

８年の課程(最終の課程は、医学、歯学、薬学又は獣医学)を修了したとされるものに

限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施

設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了した者 

 (5) 外国の大学その他の外国の学校（その教育研究活動等の総合的な状況について、当

該外国の政府又は関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの又はこれに準

ずるものとして文部科学大臣が別に指定するものに限る。）において、修業年限が５

年以上である課程（最終の課程は、医学、歯学、薬学又は獣医学）を修了すること（当

該外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することによ

り当該課程を修了すること及び当該外国の学校教育制度において位置付けられた教

育施設（前号の指定を受けたものに限る。）において課程を修了することを含む。）

により、学士の学位に相当する学位を授与された者 

  (6) 文部科学大臣の指定した者（昭和３０年文部省告示第３９号） 

(7) 学校教育法第１０２条第２項の規定により大学院に入学した者であって、当該者を

本学大学院において大学院における教育を受けるにふさわしい学力があると認めた

もの 

(8) 本学大学院において、個別の入学資格審査により、大学（医学、歯学、薬学（修業

年限が６年のものに限る。）又は獣医学を履修する課程を含むものに限る。）を卒業

した者と同等以上の学力があると認めた者で、２４歳に達したもの 

  (9) 大学（医学、歯学、薬学（修業年限が６年のものに限る。）又は獣医学）に４年以

上在学し、本学大学院において、所定の単位を優れた成績をもって修得したものと認
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めた者 

 (10) 外国において学校教育における１６年の課程（最終の課程は医学、歯学、薬学又

は獣医学）を修了し、本学大学院において、所定の単位を優れた成績をもって修得し

たものと認めた者 

 (11) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することによ

り当該外国の学校教育における１６年の課程（最終の課程は医学、歯学、薬学又は獣

医学）を修了し、本学大学院において、所定の単位を優れた成績をもって修得したも

のと認めた者 

 (12) 我が国において、外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における

１６年の課程(最終の過程は、医学、薬学、薬学又は獣医学)を修了したとされるもの

に限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育

施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了し、本学大学院に

おいて、所定の単位を優れた成績をもって修得したものと認めた者 

３  博士（後期）課程及び博士課程生命理工学系専攻に入学することのできる者は、次の

各号のいずれかに該当する者とする。 

  (1) 修士の学位又は専門職学位を有する者 

  (2) 外国において修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

  (3) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修し、修士の学位

又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

 (4) 我が国において、外国の大学院の課程を有するものとして当該外国の学校教育制度

において位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該

課程を修了し、修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

 (5) 国際連合大学本部に関する国際連合と日本国との間の協定の実施に伴う特別措置法

（昭和５１年法律第７２号）第１条第２項に規定する１９７２年１２月１１日の国際

連合総会決議に基づき設立された国際連合大学の課程を修了し、修士の学位に相当す

る学位を授与された者 

 (6) 外国の学校、第４号の指定を受けた教育施設又は国際連合大学の教育課程を履修し、

大学院設置基準第１６条の２に規定する試験及び審査に相当するものに合格し、修士

の学位を有する者と同等以上の学力があると認められた者 

  (7) 文部科学大臣の指定した者（平成元年文部省告示第１１８号） 

  (8) 本学大学院において、個別の入学資格審査により、修士の学位を有する者と同等以

上の学力があると認めた者で、２４歳に達した者 

４ 博士課程国際連携専攻に入学することのできる者は、第２項各号のいずれかに該当し、

かつ共同で教育課程を編成した外国の大学院（以下「国際連携大学」という。）の入

学資格を満たす者とする。 

 

第２６条  入学検定は、人物、学力及び身体について、学長が当該研究科委員会の意見を

聴いて行うものとする。ただし、学力検査は試験検定とし、試験の方法は、その都度定

める。 

 

第２７条  前条の選考の結果に基づき合格の通知を受けた者は、定められた期日までに所

定の書類を提出するとともに、入学料を納付するものとする。ただし、第４１条の規定

により入学料の免除又は徴収猶予を申請し受理された者にあっては、当該免除又は徴収

猶予を許可し又は不許可とするまでの間、入学料の徴収を猶予する。 

２ 学長は、前項の手続を完了した者に入学を許可する。 
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第２８条  学長は、本学大学院を退学した者が、再入学を願い出たときは、選考のうえ、

当該研究科委員会に意見を聴いて、入学を許可することがある。 

２ 前項に関し必要な事項は、当該研究科が別に定める。 

 

第２９条  学生が病気、留学その他の事由により、３ケ月以上休学しようとするときは、

医師の診断書又は詳細な理由書を添え、保証人連署で学長に願い出て許可を受けなけれ

ばならない。この場合、学長は当該研究科委員会に意見を聴いて、その可否を決定する

ものとする。 

 

第３０条  前条による休学者で休学期間中にその事由が消滅したときは、保証人連署で復

学を願出ることができる。この場合、学長は当該研究科委員会に意見を聴いて、その可

否を決定するものとする。 

 

第３１条  休学は、１年を超えることはできない。ただし、特別の事由があるときは、学

長は研究科委員会に意見を聴いて、更に１年以内の休学を許可することがある。休学期

間は修業年数に算入しない。 

 

第３２条  学長は、特に必要と認めたものには、当該研究科委員会に意見を聴いて、休学

を命ずることがある。 

 

第３３条 学長は、他の大学院に在学する者が、本学大学院に転学を願い出たときは、選

考のうえ、当該研究科委員会に意見を聴いて、転学を許可することがある。 

２ 前項に関し、必要な事項は、当該研究科委員会が別に定める。 

 

第３４条 学生が、他の大学院に転学しようとするときは、その理由を具して学長に願い

出て、その許可を受けなければならない。この場合、学長は当該研究科委員会に意見を

聴いて、その可否を決定するものとする。 

 

第３５条  学生が病気その他の事由で退学しようとするときは保証人連署で学長に願出

てその許可を受けなければならない。この場合、学長は当該研究科委員会に意見を聴い

て、その可否を決定するものとする。 

 

第３６条  学長は学生が病気その他の事由で成業の見込がないと認めたときは、当該研究

科委員会の意見を聴いて、退学を命ずることがある。 

 

第１１章 入学検定料、入学料及び授業料 

 

第３７条  授業料、入学料及び検定料の額については、別に定める。 

 

第３８条  入学志願者は、出願と同時に検定料を納付しなければならない。 

 

第３９条 授業料は、次の２期に分けて納付しなければならない。 

 前期  ４月中 

 後期  １０月中 
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２ 前項の規定にかかわらず、学生の申出があったときは、前期に係る授業料を徴収する

ときに、当該年度の後期に係る授業料を併せて徴収するものとする。 

３ 入学年度の前期又は前期及び後期に係る授業料については、第１項の規定にかかわら

ず、入学を許可される者の申出があったときは、入学を許可するときに徴収するものと

する。 

４ 第１項の授業料納入の告知・督促は、所定の場所（大学院掲示板）に掲示するものと

する。 

 

第４０条  既納の料金はいかなる事由があっても返還しない。 

２ 前条第３項の規定に基づき授業料を納付した者が、入学年度の前年度の３月３１日ま

でに入学を辞退した場合には、前項の規定にかかわらず、納付した者の申出により当該

授業料に相当する額を返還する。 

３ 前条第２項及び第３項の規定に基づき授業料を納付した者が、後期分授業料の徴収時

期以前に休学又は退学した場合には、第１項の規定にかかわらず、後期分の授業料に相

当する額を返還する。 

 

第４１条 本学大学院に入学する者であって経済的理由によって入学料の納付が困難で

あり、かつ、学業優秀と認められる者並びに前記に該当しない者であっても、本学大学

院に入学前１年以内において、入学する者の学資を主として負担している者（以下「学

資負担者」という。）が死亡し、又は入学する者若しくはその者の学資負担者が風水害

等の災害を受け、入学料の納付が著しく困難であると認められる者及び当該者に準ずる

者であって、学長が相当と認める事由がある者については、本人の申請により、入学料

の全額又は半額を免除することがある。 

２ 本学大学院に入学する者であつて、経済的理由によつて納付期限までに入学料の納付

が困難であり、かつ、学業優秀と認められる者、入学前１年以内において学資負担者が

死亡し、又は入学する者若しくは学資負担者が風水害等の災害を受け、納付期限までに

入学料の納付が困難であると認められる者及びその他やむを得ない事情があると認め

られる者については、本人の申請により入学料の徴収猶予をすることがある。 

３ 入学料の免除の申請をした者で、免除を許可されなかつた者又は半額免除を許可され

た者のうち、前項に該当する者は、免除の許可を告知した日から起算して１４日以内に

徴収猶予の申請をすることができる。 

４ 前３項の取扱いについては、別に定める。 

 

第４２条  停学に処せられた者の授業料は徴収するものとする。 

 

第４３条  行方不明、その他やむを得ない事由がある者の授業料は本人又は保証人の申請

により徴収を猶予することがある。 

 

第４４条  死亡又は行方不明のため除籍され、或は授業料の未納を理由として退学を命ぜ

られた者の未納の授業料は全額を免除することがある。 

 

第４５条  毎学期開始前に休学の許可を受けた者及び休学中に休学延期の許可を受けた

者の休学中の授業料は免除する。 

２  各学期の中途で復学する者のその期の授業料は、復学当月からつぎの授業料徴収期の

前月まで、月割計算により復学の際徴収する。 
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第４６条  経済的理由によって授業料の納付が困難であり、かつ、学業優秀と認められる

者及び学生又は学生の学資負担者が風水害等の災害を受け、授業料の納付が困難と認め

られる者については、本人の申請により授業料の全額若しくはその一部を免除又は徴収

猶予することがある。 

２ 前項の取扱については別に定める。 

 

第４７条 入学料の免除の申請をした者で、免除を許可されなかった者又は半額免除を許

可された者が、納付すべき入学料を免除の不許可又は半額免除の許可を告知した日から

起算して１４日以内に納付しない場合は、除籍する。ただし、第４１条第３項の規定に

より徴収猶予の申請をした者を除く。 

２ 入学料の徴収猶予の申請をした者で、徴収猶予を許可されなかつた者が、納付すべき

入学料を徴収猶予の不許可を告知した日から起算して１４日以内に納付しない場合は、

除籍する。 

３ 入学料の徴収猶予の申請をした者で、徴収猶予を許可された者が、納付期限までに入

学料を納付しない場合は、除籍する。 

 

第４８条  授業料を所定の期間内に納入しない者で、督促を受け、なおかつ怠る者は、学

長が研究科委員会の意見を聴いて退学を命ずる。 

２ 前項の督促は文書をもってするものとする。 

 

第１２章  外国人留学生 

 

第４９条  外国人で、大学において教育を受ける目的をもって入国し、本学大学院に入学

を志願する者があるときは、本学大学院の教育研究に支障のない場合に限り、選考のう

え、外国人留学生として入学を許可することがある。 

２ その他外国人留学生については、別に定める。 

 

第１３章  特別聴講学生及び特別研究学生 

 

第５０条 他の大学院の学生又は外国の大学院等の学生で、本学大学院の授業科目の履修

を志願する者があるときは、当該他の大学院又は外国の大学院等と協議して定めるとこ

ろにより、特別聴講学生として入学を許可することがある。 

２ 特別聴講学生の受入れの時期は、学期の始めとする。ただし、当該特別聴講学生が外

国の大学院等の学生で、特別の事情がある場合の受入れの時期は、研究科においてその

都度定めることができる。 

３ その他特別聴講学生については、別に定める。 

 

第５１条 他の大学院の学生又は外国の大学院等の学生で、本学大学院において研究指導

を受けることを志願する者があるときは、当該他の大学院又は外国の大学院等と協議し

て定めるところにより、特別研究学生として入学を許可することがある。 

２ 特別研究学生の受入れの時期は、原則として、学期の始めとする。 

３ その他特別研究学生については、別に定める。 

 

第５２条 この章又は細則に定めるものを除くほか、特別聴講学生及び特別研究学生の取
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扱いについては、この学則（特別聴講学生又は特別研究学生が外国人である場合には、

東京医科歯科大学外国人留学生規則（平成１６年規則第１８２号）を含む。）の大学院

学生に関する規定を準用する。 

  

第１４章 科目等履修生及び聴講生 

 

第５３条 本学大学院が開設する一又は複数の授業科目を履修することを志願する者が

あるときは、選考の上、科目等履修生として入学を許可することがある。 

 

第５４条 前項により入学した者には、第１８条の規定を準用し、単位を与える。 

 

第５５条 その他科目等履修生については、別に定める。 

 

第５５条の２ 本学大学院が開設する授業科目中、特定の授業科目について聴講を志願す

る者があるときは、選考の上、聴講生として入学を許可することがある。 

２ その他、聴講生については、別に定める。 

 

第１５章 大学院研究生   

 

第５６条 本学大学院教員の指導を受け、特定の専門事項について研究しようとする者は、

選考の上、大学院研究生として入学を許可することがある。 

２ その他大学院研究生については、別に定める。 

 

第１６章  教員組織 

 

第５７条  大学院の授業及び研究指導を担当する教員は、当該研究科委員会等の意見を聴

いて、学長が命ずる。 

 

第１７章 国際連携専攻 

 

第５８条  国際連携専攻を設ける大学院は、国際連携大学と教育課程を編成し円滑に実施

するため、協議の場を設ける。なお、協議において合意された事項については、協定書

等において別に定める。 

２ 協議は、学長又は学長が指名した者により行う。 

３ 国際連携専攻については、第２９条中「３ヶ月以上」を削り、第３９条第１項中「前

期 ４月中 後期 ３月中」とあるのを「前期 ８月中 後期 １月中」と読み替える

ものとし、第３３条、第３４条、第５３条、第５５条の２及び第５６条の規定は適用し

ない。 

 

第５９条 学長は、国際連携専攻の維持に関し相手国の状況（天災、騒乱等）により正常

な運営を行うことが出来ないと判断した場合には、国際連携大学の長と協議の上、運営

に関し緊急に講ずべき措置について決定する。 

 

第１８章 雑則 
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第５８条 この学則に定めるもののほか、大学院学生に関し必要な事項については、東京

医科歯科大学学則（平成１６年規程第４号）を準用する。 

 

附 則 

１ この学則は、平成１６年４月１日から施行する。 

２ 第８条第１号の規定にかかわらず、医歯学総合研究科博士課程の平成１ ６ 年 度 及

び 平 成 １ ７ 年 度 の 収 容 定 員 は 、 そ れ ぞ れ 次 の と お り と す る 。  

区  分 専  攻  名 

収  容  定  員 

平成１６年度 平成１７年度 

修士課程 

 

 

医歯科学 

（医療管理学コース） 

（医療政策学コース） 

     ７５ 

      (５) 

     (１０) 

     ９５ 

      (５) 

     (２０) 

博士課程 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

口腔機能再構築学系 

顎顔面頸部機能再建学系 

生体支持組織学系 

環境社会医歯学系 

老化制御学系 

全人的医療開発学系 

認知行動医学系 

生体環境応答学系 

器官システム制御学系 

先端医療開発学系 

    １６８ 

    １２０ 

     ７４ 

     ８０ 

     ４０ 

     ３２ 

     ８０ 

     ７０ 

    １１６ 

     ８４ 

  １６８ 

    １２０ 

     ７３ 

     ８０ 

     ４０ 

     ３２ 

     ７８ 

     ６９ 

    １１６ 

     ８４ 

備考 括弧内の数字は、医療管理政策学コースに係る収容定員の数を内数で示す

。 

３ 第８条第３号の規定にかかわらず、生命情報科学教育部の平成１ ６ 年 度 及 び 平 成  

１ ７ 年 度 の 収 容 定 員 は 、 そ れ ぞ れ 次 の と お り と す る 。             

  区 分      専 攻 名 
  収 容 定 員 

平成１６年度 平成１７年度 

博士(前 

期)課程 

バイオ情報学       ３１       ３２ 

高次生命科学       ３０       ３０ 

博士(後 

期)課程 

バイオ情報学       １３       ２０ 

高次生命科学       １２       １８ 

４ 国立大学法人の成立前の東京医科歯科大学の大学院に平成１６年３月３１日に在学

し、引き続き本学の大学院の在学者となった者（以下「在学者」という。）及び平成１

６年４月１日以後在学者の属する学年に再入学、転入学及び編入学する者の教育課程の
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履修については、この学則の規定にかかわらず、なお従前の例による。             

５ この学則の施行前に廃止前の東京医科歯科大学大学院学則（昭和３０年学規第１号）

の規定によりなされた手続その他の行為は、この学則の相当規定によりなされた手続そ

の他の行為とみなす。 

附 則（平成１７年３月２３日規程第３号） 

１ この学則は、平成１７年４月１日から施行する。 

２ 平成１７年３月３１日において現に本大学院に在学する者（以下「在学者」という。）

及び平成１７年４月１日以降在学者の属する学年に再入学、転入学又は編入学する者

については、改正後の別表第２及び別表第５の規定にかかわらず、なお従前の例によ

る。 

附 則（平成１８年３月２８日規程第２号） 

１ この学則は、平成１８年４月１日から施行する。 

２ 平成１８年３月３１日において現に本大学院に在学する者（以下「在学者」という。）

及び平成１８年４月１日以降在学者の属する学年に再入学、転入学又は編入学する者

については、改正後の別表第１、別表第２、別表第３及び別表第５の規定にかかわら

ず、なお従前の例による。 

附 則（平成１９年３月２９日規程第４号）      

１ この学則は、平成１９年４月１日から施行する。      

２ 平成１９年３月３１日において現に本大学院に在学する者（以下「在学者」という。）

及び平成１９年４月１日以降在学者の属する学年に再入学、転入学又は編入学する者に

ついては､改正後の別表第１､別表第２、別表第３及び別表第５の規定にかかわらず、な

お従前の例による。       

附 則（平成２０年１月１６日規程第２号）  

１  この学則は、平成２０年４月１日から施行する。 

２  改正後の第８条第３号の規定にかかわらず、生命情報科学教育部の平成２０年度及び

平成２１年度の収容定員は、次のとおりとする。 

区分 専攻名 
収容定員 

平成２０年度 平成２１年度 

博 士 （ 前 期 ）

課程 

バイオ情報学 ３７ ４２ 

高次生命科学 ３９ ４８ 

博 士 （ 後 期 ）

課程 

バイオ情報学 ２２ ２３ 

高次生命科学 １９ ２０ 

附 則（平成２０年３月２６日規程第４号）      

１ この学則は、平成２０年４月１日から施行する。 

２ 平成２０年３月３１日において現に本大学院に在学する者（以下「在学者」という。）

及び平成２０年４月１日以降在学者の属する学年に再入学、転入学又は編入学する者に

ついては､改正後の別表第１、別表第２、別表第３及び別表第５の規定にかかわらず、

なお従前の例による。 

附 則（平成２１年３月１９日規程第５号）  

１  この学則は、平成２１年４月１日から施行する。 

２  改正後の第８条第１号の規定にかかわらず、医歯学総合研究科修士課程の平成２１年

度の収容定員は、次のとおりとする。 
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区  分 専      名 
収 容 定員 

平成２１年度

修士課程 

 

 

 

 

医歯科学 

(医療管理学コース) 

（医療政策学コース） 

 

１１０ 

(５) 

（２０） 

 

３ 平成２１年３月３１日において現に本大学院に在学する者及び平成２１年４月１日以

降在学者の属する学年に再入学、転入学または編入学する者については、改正後の別表

第２、別表第３，別表第４及び別表第５の規程にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則（平成２２年３月３０日規程第４号） 

１ この学則は平成２２年４月１日から施行する。 

２ 平成２２年３月３１日において現に本学に在学する者（以下「在学者」という。）及

び平成２２年４月１日以降在学者の属する学年に再入学、転入学又は編入学する者につ

いては、改正後の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則（平成２２年１２月２２日規程第１１号） 

この学則は、平成２２年１２月２２日から施行し、平成２２年１０月１日から適用する。 

附則（平成２３年４月１日規程第２号） 

１ この学則は、平成２３年４月１日から施行する。 

２ 第８条第１号の規定にかかわらず、医歯学総合研究科博士課程の平成２ ３ 年 度 か

ら 平 成 ２ ５ 年 度 の 収 容 定 員 は 、 そ れ ぞ れ 次 の と お り と す る 。  

区  分 専  攻  名 

収  容  定  員 

平成２３

年度 

平成２４ 

年度 

平成２５ 

年度 

博士課程 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

口腔機能再構築学系 

顎顔面頸部機能再建学系 

生体支持組織学系 

環境社会医歯学系 

老化制御学系 

全人的医療開発学系 

認知行動医学系 

生体環境応答学系 

器官システム制御学系 

先端医療開発学系 

１７１ 

１１６ 

  ６９ 

 ７９ 

  ４６ 

  ３３ 

  ７４ 

  ６６ 

 １１６ 

  ８６ 

１７４ 

１１２ 

  ６６ 

 ７８ 

  ５２ 

  ３４ 

  ７２ 

  ６４ 

 １１６ 

 ８８ 

１７７ 

１０８ 

  ６３ 

 ７７ 

  ５８ 

  ３５ 

  ７０ 

  ６２ 

 １１６ 

 ９０ 

３ 第２１条の規定にかかわらず、平成２３年３月３１日において現に本大学院に在学す

る者（以下「在学者」という。）及び平成２３年４月１日以降在学者の属する学年に再

入学、転入学又は編入学する者については、なお従前の例による。 

附 則（平成２３年１２月１６日規程第９号） 

 この学則は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年３月３０日規程第２号） 

１ この学則は、平成２４年４月１日から施行する。 
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２ 平成２４年３月３１日において現に本学大学院に在学する者については、改正後の規

則にかかわらず、なお従前の例による。 

３ 改正後の第６条第１号の規定にかかわらず、医歯学総合研究科修士課程の平成２４

年度の収容定員、医歯学総合研究科博士課程医歯学系専攻の平成２４年度から平成２

６年度までの収容定員並びに医歯学総合研究科博士課程生命理工学系専攻の平成２

４年度及び平成２５年度の収容定員については、それぞれ次のとおりとする。 

(1) 医歯学総合研究科 

区  分 専  攻  名 
収容定員 

平成２４年度 

修士課程 

 

 

医歯理工学 

（医療管理学コース）

（医療政策学コース）

   １１０ 

  (５) 

    (１０) 

備考 括弧内の数字は、医療管理政策学コースに係る

収容定員の数を内数で示す。 

 

区  分 専攻名 
収 容 定 員 

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

博士課程 医歯学系 １８９ ３７８ ５６７ 

 

区  分 専攻名 
収  容  定  員 

平成２４年度 平成２５年度 

博士課程 生命理工学系 ２５ ５０ 

附 則（平成２６年３月３１日規程第２号） 

１ この学則は、平成２６年４月１日から施行する。 

２ 平成２６年３月３１日において現に本学大学院に在学する者については、改正後の規

則にかかわらず、なお従前の例による。また、同日に置かれている保健衛生学研究科博

士（前期）課程総合保健看護学専攻は、同日に当該専攻に在学する者が在学しなくなる

までの間、存続するものとする。 

３ 改正後の第５条の規定にかかわらず、平成２６年度及び平成２７年度の保健衛生学研

究科の課程、専攻及び講座は、次のとおりとする。また、平成２８年３月３１日に置か

れている保健衛生学研究科博士（後期）課程総合保健看護学専攻は、同日に当該専攻に

在学する者が在学しなくなるまでの間、存続するものとする。 

課  程 専 攻 名 講 座 名 

博士課程 

看護先進科学 

 基礎看護開発学 

 臨床看護開発学 

 先導的看護システム開発学 

共同災害看護学   
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博士(前期・後 

期)課程 
 生体検査科学 

 生命情報解析開発学 

 分子・遺伝子応用検査学 

博士（後期）  総合保健看護学 

 地域・在宅ケア看護学 

 看護機能・ケアマネジメント開発学 

 健康教育開発学 

４ 改正後の第６条第２号の規定にかかわらず、保健衛生学研究科博士（後期）課程総合

保健看護学専攻の平成２６年度及び平成２７年度の入学定員並びに保健衛生学研究科

博士課程、博士（前期）課程及び博士（後期）課程の平成２６年度から平成２９年度ま

での収容定員は、それぞれ次のとおりとする。 

区  分 専  攻  名 

入学定員 

平成２６

年度 

平成２７

年度 

博士（後期）

課程 
総合保健看護学 ８ ８ 

 

区  分 専  攻  名 

収容定員 

平成２６

年度 

平成２７

年度 

平成２８

年度 

平成２９

年度 

博士課程 

看護先進科学 １３ ２６ ３９ ５２ 

共同災害看護学 
２ 

（１０）

４ 

（２０）

６ 

（３０）

８ 

（４０） 

博士（前期）

課程 

総合保健看護学 １７ ‐ ‐ ‐ 

生体検査科学 ２４ ２４ ２４ ２４ 

博士（後期）

課程 

 総合保健看護学 ２４ ２４ １６ ８ 

 生体検査科学 １８ １８ １８ １８ 

備考 括弧内の数字は、共同大学院構成大学全体の収容定員を外数で示す。 

５ 改正後の第２２条の規定にかかわらず、保健衛生学研究科博士（後期）課程総合保健

看護学専攻を修了した者の学位は、次のとおりとする。 
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区  分 学 位 

保健衛生学

研究科 
博士（後期）課程 博士（看護学） 

附 則（平成２７年３月３０日規則第５２号） 

この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年３月３１日規程第５号） 

１ この学則は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ 平成２８年３月３１日において現に本学大学院に在学する者については、改正後の規

定にかかわらず、なお従前の例による。 

３ 改正後の第６条第１号の規定にかかわらず、医歯学総合研究科博士課程医歯学系専攻

の平成２８年度から平成３０年度までの収容定員については、それぞれ次のとおりとす

る。 

区 分 
専 攻 

名 

収容定員 

平成２８ 

年度 

平成２９

年度 

平成３０

年度 

博 士 課

程 
医歯学系 ７４８ ７４０ ７３２ 

４ 改正後の第６条第１号の規定にかかわらず、医歯学総合研究科博士課程東京医科歯科

大学・チリ大学国際連携医学系専攻の平成２８年度から平成３１年度までの収容定員及

び医歯学総合研究科博士課程東京医科歯科大学・チュラロンコーン大学国際連携歯学系

専攻の平成２８年度から平成３１年度までの収容定員については、それぞれ次のとおり

とする。 

区 分 専 攻 名 

収容定員 

平成２８

年度 

平成２９

年度 

平成３０

年度 

平成３１ 

年度 

博 士 課

程 

東京医科歯科大学

・チリ大学国際連携

医学系 

３ ６ ９ １２ 

東京医科歯科大学

・チュラロンコーン

大学国際連携歯学

系 

３ ６ ９ １２ 
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東京医科歯科大学大学院履修規則 
 

平成２２年３月３０日  

規 則 第 ４ ２ 号  

 
（趣旨） 

第１条 東京医科歯科大学大学院における授業の履修に関しては、東京医科歯科大学大学院学則(平成

１６年規程第５号。以下「大学院学則」という。)に定めるもののほか、この規則の定めるところに

よる。 

 

（授業科目及び履修） 

第２条 本大学院の授業科目及び履修は、各研究科教授会の議を経て別表１に定めるものとする。 

 

（授業） 

第３条 授業は、講義、演習、実験若しくは実習により行い、必修、選択必修又は選択とする。 

 

（１単位当たりの授業時間） 

第４条 大学院学則第１３条の２に定める１単位当たりの授業時間は、次のとおりとする。 

（１）医歯学総合研究科 

  ア 講義     １５時間 

イ 演習     ３０時間 

ウ 実験及び実習 ４５時間 

（２）保健衛生学研究科 

  ア 講義     １５時間 

イ 演習     ３０時間 

ウ 実験及び実習 ４５時間 

 

（試験及び単位） 

第５条 履修した授業科目については、試験を行う。ただし、試験を行うことが困難な授業科目等につ

いては、試験によらず、学修の成果をもって、又は指定した課題についての報告をもって試験に替え

ることがある。 

２ 前項の試験に合格したときは、所定の単位を与える。 

３ 実習を伴わない授業科目については、試験に合格したときは所定の単位を与える。ただし、一授業

科目の試験を分割して実施する科目については、そのすべての試験に合格しなければ単位を取得する

ことができない。 

４ 実習を伴う授業科目については、試験に合格し、かつ、その授業科目の実習修了の認定が行われな

ければ所定の単位を取得することができない。 

 

 （雑則） 

第６条 この規則に定めるもののほか履修に関し必要な事項は、別に定める。 

 

 

   附 則 

 この規則は、平成２２年４月１日から施行する。 

      附  則（平成２３年４月２８日規則第６１号） 

  この規則は、平成２３年４月２８日から施行し、平成２３年４月１日から適用する。 

附 則（平成２４年３月１２日規則第３３号） 

１ この規則は、平成２４年４月１日から施行する。 

２ 平成２４年３月３１日において現に本学大学院に在籍する者については、改正後の規則にかかわら

ず、なお従前の例による。 

附 則（平成２５年３月１２日規則第２４号） 

この規則は、平成２５年４月１日から施行する。 
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   附 則（平成２６年３月３１日規則第１５号） 

 この規則は、平成２６年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２６年３月３１日規則第２４号） 

１ この規則は、平成２６年４月１日から施行する。 

２ 平成２６年３月３１日において現に本学大学院に在籍する者については、改正後の規則にかかわら

ず、なお従前の例による。 

３ 改正後の第２条の規定にかかわらず、平成２６年度及び平成２７年度に保健衛生学研究科博士（後

期）課程総合保健看護学専攻に入学する者の授業科目及び履修は次のとおりとする。 

 

大学院保健衛生学研究科博士（後期）課程総合保健看護学専攻 

授業科目の名称 単位数 

地域・在宅ケア看護学   

地域保健看護学特論 4 

在宅ケア看護学特論 4 

リプロダクティブヘルス看護学特論 4 

精神保健看護学特論 4 

看護機能・ケアマネジメント開発学   

生体・生活機能看護学特論 4 

小児・家族発達看護学特論 4 

先端侵襲緩和ケア看護学特論 4 

高齢者看護・ケアシステム開発学特論 4 

看護システムマネジメント学特論 4 

健康教育開発学   

健康情報分析学特論 4 

健康教育学特論 4 

国際看護開発学特論 4 

特別研究 8 

 

下記に示す修了要件単位を全て修得し、博士論文の審査及び最終試験に合格すること。 

(1) 所属教育研究分野の特論４単位 

(2) 特別研究８単位 

 

附 則（平成２７年２月１７日規則第１１号） 

この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２７年５月１８日規則第１２７号） 

この規則は、平成２７年５月１８日から施行し、平成２６年１０月１日から適用する。 

    附 則（平成２７年５月１８日規則第１２８号） 

１ この規則は、平成２７年５月１８日から施行し、平成２７年４月１日から適用する。 

２ 平成２７年３月３１日において現に本学大学院に在籍する者については、改正後の規則にかかわら

ず、なお従前の例による。 

    附 則（平成２８年３月３１日規則第６２号） 

１ この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ 平成２８年３月３１日において現に本学大学院に在籍する者については、改正後の規則にかかわら 

ず、なお従前の例による。 

    附 則（平成２８年 月  日規則第  号） 

１ この規則は、平成２８年５月１日から施行し、平成２８年４月１日から適用する。 

２ 平成２８年３月３１日において現に本学大学院に在籍する者については、改正後の規則にかかわら

ず、なお従前の例による。 
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別表１ 

（４）大学院保健衛生学研究科博士課程看護先進科学専攻 

科目区分 授業科目の名称 単位数

基
盤
看
護
開
発
学 

看
護
ケ
ア
技
術 

開
発
学 

看護ケア技術開発学特論Ａ 2 

看護ケア技術開発学演習Ａ 2 

看護ケア技術開発学特論Ｂ 2 

看護ケア技術開発学演習Ｂ 2 

看護ケア技術開発学特論 4 
ヘ
ル
ス
プ
ロ
モ
ー
シ

ョ
ン
看
護
学 

地域保健看護学特論Ａ 2 

地域保健看護学演習Ａ 2 

地域保健看護学特論 4 

地域健康増進看護学特論Ａ 2 

地域健康増進看護学演習Ａ 2 

地域健康増進看護学特論 4 

臨
床
看
護
開
発
学 

先
端
侵
襲
緩
和
ケ
ア

看
護
学 

先端侵襲緩和ケア看護学特論Ａ 2 

先端侵襲緩和ケア看護学演習Ａ 2 

先端侵襲緩和ケア看護学特論Ｂ 2 

先端侵襲緩和ケア看護学演習Ｂ 2 

先端侵襲緩和ケア看護学実習 6 

先端侵襲緩和ケア看護学特論 4 

精
神
・
人
間
発
達 

看
護
学 

精神保健看護学特論Ａ－１ 2 

精神保健看護学特論Ａ－２ 2 

精神保健看護学演習Ａ 2 

精神保健看護学特論Ｂ－１ 2 

精神保健看護学特論Ｂ－２ 2 

精神保健看護学演習Ｂ 2 

精神保健看護学実習 6 

精神保健看護学特論 4 

小児・家族発達看護学特論Ａ－１ 2 

小児・家族発達看護学演習Ａ－１ 2 

小児・家族発達看護学特論Ａ－２ 2 

小児・家族発達看護学演習Ａ－２ 2 

小児・家族発達看護学特論Ｂ 2 

小児・家族発達看護学演習Ｂ 2 

小児・家族発達看護学実習 6 

小児・家族発達看護学特論 4 

リプロダクティブヘルス看護学特論Ａ 2 

リプロダクティブヘルス看護学演習Ａ 2 

リプロダクティブヘルス看護学特論Ｂ 2 

リプロダクティブヘルス看護学演習Ｂ 2 

リプロダクティブヘルス看護学特論 4 

在
宅
が
ん
エ
ン
ド
オ
ブ
ラ

イ
フ
ケ
ア
看
護
学 

在宅ケア看護学特論Ａ 2 

在宅ケア看護学演習Ａ  2 

在宅ケア看護学特論 4 

看護病態生理学 2 

がんエンドオブライフケア看護学特論Ａ

－1 
2 

がんエンドオブライフケア看護学特論Ａ

－2 
2 
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がんエンドオブライフケア看護学演習Ａ 2 

がんエンドオブライフケア看護学特論Ｂ 2 

がんエンドオブライフケア看護学演習Ｂ 2 

がんエンドオブライフケア看護学実習 6 

がんエンドオブライフケア看護学特論 4 

先
導
的
看
護
シ
ス
テ
ム
開
発
学 

国
際
的
看
護
シ
ス
テ
ム
開

発
学 

国際看護開発学特論Ａ 2 

国際看護開発学演習Ａ 2 

国際看護開発学特論 4 

看護システムマネジメント学特論Ａ 2 

看護システムマネジメント学特論Ｂ 2 

看護システムマネジメント学演習Ａ 2 

看護システムマネジメント学演習Ｂ 2 

看護システムマネジメント学特論 4 
高
齢
社
会
看
護
ケ
ア

開
発
学 

高齢社会看護ケア開発学特論Ａ 2 

高齢社会看護ケア開発学演習Ａ 2 

高齢社会看護ケア開発学特論Ｂ 2 

高齢社会看護ケア開発学演習Ｂ 2 

高齢社会看護ケア開発学実習 6 

高齢社会看護ケア開発学特論 4 

必修科目 
特別研究Ⅰ 

特別研究Ⅱ 

4 

8 

看護先進科学専

攻・生体検査科

学専攻共通科目 

医療情報学 2 

病因・病態解析学 2 

共通科目 

看護学研究法特論 2 

看護管理学特論 2 

看護政策学特論 2 

家族看護学特論 2 

看護情報統計学特論 2 

看護教育学特論 2 

国際看護研究方法論 2 

看護研究方法論（国際比較研究） 1 

看護研究方法論（グランデッドセオリー） 1 

インディペンデントスタディＡ 2 

インディペンデントスタディＢ 2 

大学院保健衛生学研究科委員会が別に定める中間評価を原則として受審し、下記に示す修了要件単位を

全て修得し、博士論文の審査及び最終試験に合格すること。 

(1) 所属教育研究分野の特論Ａ又はＢより２単位 

(2) 所属教育研究分野の演習Ａ又はＢより２単位 

(3) 所属教育研究分野の特論４単位 

(4) 特別研究Ⅰ４単位及び特別研究Ⅱ８単位 

(5) (1)～(4)を除く授業科目より１８単位以上 

 

（５）大学院保健衛生学研究科博士課程共同災害看護学専攻 

科目 

区分 
授業科目の名称 開設大学 

単位数 

必修 選択 

看
護
学
の
学
問

基
盤
に
関
す
る

科
目
群 

看護研究方法 高知県立大学 2  

理論看護学Ⅰ 千葉大学 2  

理論看護学Ⅱ 高知県立大学 2  

看護倫理 兵庫県立大学  2 

看護情報統計学 東京医科歯科大学  2 
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保健学的・疫学的研究法 千葉大学  2 

看護研究方法論Ⅰ（国際比較研究） 東京医科歯科大学  1 

看護研究方法論Ⅱ（エスノグラフ

ィー） 

日本赤十字看護大学  1 

看護研究方法論Ⅲ（ケーススタデ

ィ・アクションリサーチ） 

千葉大学  1 

看護研究方法論Ⅳ（グランデッド

セオリー） 

東京医科歯科大学  1 

看護研究方法論Ⅴ（現象学的研究

方法） 

高知県立大学  1 

看護研究方法論Ⅵ（介入研究・尺

度開発含） 

兵庫県立大学  1 

災
害
グ
ロ
ー
バ
ル
リ
ー
ダ
ー
に
必
要
な
学
際
的
な
科

目
群 

危機管理論 兵庫県立大学  2 

環境防災学 千葉大学／高知県立大

学 

 2 

グローバルヘルスと政策 東京医科歯科大学  2 

専門職連携実践論 千葉大学  2 

災害医療学 日本赤十字看護大学  2 

災害情報学 兵庫県立大学  2 

災害心理学 兵庫県立大学  2 

災害と文化 千葉大学  1 

災害社会学 高知県立大学  1 

災害福祉学 高知県立大学  1 

Professional writing 高知県立大学  1 

Proposal writing （Research 

proposal writing skill） 

東京医科歯科大学  1 

Program writing （ Program 

proposal writing skill） 

兵庫県立大学  1 

災
害
看
護
学
に
関
す
る
科
目
群 

災害看護学特論 兵庫県立大学 2  

災害看護活動論Ⅰ 東京医科歯科大学 2  

災害看護活動論Ⅱ 日本赤十字看護大学 2  

災害看護活動論Ⅲ 千葉大学 2  

災害看護グローバルコーディネー

ション論 

日本赤十字看護大学  1 

災害国際活動論 日本赤十字看護大学  1 

災害看護管理・指揮論 高知県立大学  1 

災害看護倫理 兵庫県立大学 1  

災害看護理論構築 高知県立大学／ 

兵庫県立大学 

2  

災
害
看
護
学
演
習 

災害看護活動論演習Ⅰ 東京医科歯科大学 2  

災害看護活動論演習Ⅱ 兵庫県立大学 2  

災害時専門職連携演習（災害 IP 演

習） 

千葉大学  2 

災害看護グローバルリーダー演習 日本赤十字看護大学  2 

インディペンデントスタディ（演

習）A 

高知県立大学  1 

インディペンデントスタディ（演

習）B 

兵庫県立大学  1 

インディペンデントスタディ（演

習）C 

東京医科歯科大学  1 

インディペンデントスタディ（演

習）D 

千葉大学  1 
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インディペンデントスタディ（演

習）E 

日本赤十字看護大学  1 

災
害
看
護
学
実
習 

災害看護学実習Ⅰ 兵庫県立大学 2  

災害看護学実習Ⅱ 日本赤十字看護大学 2  

インディペンデントスタディ（実

習）A 

高知県立大学  1 

インディペンデントスタディ（実

習）B 

兵庫県立大学  1 

インディペンデントスタディ（実

習）C 

東京医科歯科大学  1 

インディペンデントスタディ（実

習）D 

千葉大学  1 

インディペンデントスタディ（実

習）E 

日本赤十字看護大学  1 

災
害
看
護
学
に
関

す
る
研
究
支
援
科

目
群 

実践課題レポート 
5 大学（共同指導） 5  

災害看護研究デベロップメント 
5 大学（共同指導） 5  

博士論文 
5 大学（共同指導） 5  

下記の(1)及び(2)に示す修了要件を全て満たし、博士論文の審査及び最終試験に合格すること。 

(1) 次の①～④を全て修得する。 

① 必修科目４０単位 

②「災害グローバルリーダーに必要な学際的な科目群」より６単位 

③「災害看護学に関する科目群」の選択科目より２単位 

④ ②③を除く選択科目より２単位 

(2) 本学、高知県立大学、兵庫県立大学、千葉大学及び日本赤十字看護大学が開設している授業科

目よりそれぞれ１０単位以上修得する。 

注１）「災害グローバルリーダーに必要な学際的な科目群」の「環境防災学」は、千葉大学及び高知

県立大学のそれぞれ１単位分として扱う。 

注２）「災害看護学に関する科目群」の「災害看護理論構築」は高知県立大学及び兵庫県立大学のそ

れぞれ１単位分として扱う。 

注３）「災害看護学に関する研究支援科目群」の授業科目は、本学、高知県立大学、兵庫県立大学、

千葉大学及び日本赤十字看護大学のそれぞれ１単位分として扱う。 

 

（６）大学院保健衛生学研究科博士（前期）課程専攻生体検査科学専攻 

科目区分 授業科目の名称 単位数 

専門科目 

生命情報解析開発学 

分子生命情報解析学特論Ａ－１ 4 

分子生命情報解析学特論Ａ－２ 4 

分子生命情報解析学実験Ａ－１ 2 

分子生命情報解析学実験Ａ－２ 2 

形態・生体情報解析学特論Ａ 4 

形態・生体情報解析学実験Ａ 2 

生命機能情報解析学特論Ａ－１ 4 

生命機能情報解析学特論Ａ－２ 

生命機能情報解析学実験Ａ－１ 

4 

2 

生命機能情報解析学実験Ａ－２ 

生体機能支援システム学特論Ａ 

2 

4 

生体機能支援システム学実験Ａ 2 

疾患モデル生物情報解析学特論Ａ 4 



─ 274 ─ 

疾患モデル生物情報解析学実験Ａ 2 

分子・遺伝子応用検査学 

先端分析検査学特論Ａ 4 

先端分析検査学実験Ａ 2 

生体防御検査学特論Ａ－１ 4 

生体防御検査学特論Ａ－２ 4 

生体防御検査学実験Ａ－１ 2 

生体防御検査学実験Ａ－２ 2 

分子病態検査学特論Ａ 4 

分子病態検査学実験Ａ 2 

先端血液検査学特論Ａ 4 

先端血液検査学実験Ａ 2 

  

  

特別研究 

生体検査科学セミナー 

7 

1 

Human pathology for graduate students 2 

看護先進科学専

攻・生体検査科学専

攻共通科目 

医療情報学 2 

病因・病態解析学 2 

 下記に示す修了要件単位を全て修得し、修士論文の審査及び最終試験に合格すること。 

(1) 所属教育研究分野の特論においてＡ、Ａ－１、Ａ－２のいずれかで４単位 

(2) 所属教育研究分野の実験においてＡ、Ａ－１、Ａ－２のいずれかで２単位 

(3) 特別研究７単位 

(4) 生体検査科学セミナー１単位 

(5) (1)～(4)を除く授業科目より１６単位以上 

 

（７）大学院保健衛生学研究科博士（後期）課程専攻生体検査科学専攻 

科目区分 授業科目の名称 単位数 

専門科目 

生命情報解析開発学   

分子生命情報解析学特論 4 

形態・生体情報解析学特論 4 

生命機能情報解析学特論 4 

生体機能支援システム学特論 4 

疾患モデル生物情報解析学特論 4 

分子・遺伝子応用検査学   

先端分析検査学特論 4 

生体防御検査学特論 4 

分子病態検査学特論 4 

先端血液検査学特論 4 

特別研究 

生体検査科学セミナー 

7 

1 

Human pathology for graduate students 2 

 下記に示す修了要件単位を全て修得し、博士論文の審査及び最終試験に合格すること。 

(1)所属教育研究分野の特論４単位 

(2)特別研究７単位 

(3)生体検査科学セミナー１単位 
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東京医科歯科大学学位規則 

 

平成１６年４月１日  

規 則 第 ５ ６ 号  

 

 （目的） 

第１条 この規則は、学位規則（昭和２８年文部省令第９号）第１３条の規定に基づき、本学

において授与する学位の種類、学位論文の審査及び試験の方法その他学位に関し、必要な事

項を定めるものとする。 

 

 （学位の種類） 

第２条 本学において授与する学位は、学士、修士及び博士とする。 

２  本学における学士、修士及び博士の学位には、次のとおり専攻分野の名称を付記するもの

とする。 

  学士（医学） 

  学士（看護学） 

  学士（保健学） 

  学士（歯学） 

  学士（口腔保健学） 

  修士（医科学） 

  修士（歯科学） 

  修士（医療管理学） 

  修士（医療政策学） 

修士（看護学） 

  修士（保健学） 

  修士（理学） 

 修士（工学） 

  修士（口腔保健学） 

  博士（医学） 

  博士（歯学） 

  博士（学術） 

  博士（看護学） 

  博士（保健学） 

  博士（理学） 

 博士（工学） 

 

  （学位授与の要件） 

第３条 学士の学位は、東京医科歯科大学学則（平成１６年規程第４号）の定めるところによ

り、本学を卒業した者に授与する。 
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２  修士の学位は、東京医科歯科大学大学院学則（平成１６年規程第５号。以下「大学院学則」

という。）の定めるところにより、本学大学院の修士課程及び博士（前期）課程を修了した

者に授与する。 

３ 前項に定めるもののほか、修士の学位は、大学院学則第２２条第２項の定めるところによ

り、大学院保健衛生学研究科看護先進科学専攻の博士課程において、修士課程の修了に相当

する要件を満たした者にも授与することができる。 

４  博士の学位は、大学院学則の定めるところにより、本学大学院の博士課程又は博士（後期）

課程を修了した者に授与する。 

５ 前項に定めるもののほか、博士の学位は、本学大学院の行う学位論文の審査及び試験に合

格し、かつ、本学大学院の博士課程又は博士（後期）課程を修了した者と同等以上の学力を

有することを確認された者にも授与する。 

 

  （学位論文の提出） 

第４条 前条第２項、第３項又は第４項の規定により、学位論文の審査を申請する者は、学位

に付記する専攻分野の名称を指定して、学位論文に所定の書類を添えて、所属の研究科等の

長に提出するものとする。 

２ 前条第５項の規定により、学位を請求する者は、学位に付記する専攻分野の名称を指定し

て、学位論文に所定の書類を添えて、学長に提出するものとする。 

３ 前項の提出にあたっては、本学の教授又は研究科委員会の構成員である准教授の

推薦を必要とする。 

４ 提出する学位論文は、自著一編とする。ただし、参考として他の論文を添付することがで

きる。 

５ いったん受理した学位論文（参考として添付された論文を含む。）は、返付しない。 

 

  （審査料） 

第５条 第３条第５項の規定により学位を請求する者は、審査料を納付しなければならない。 

２ 前項の審査料の額は、別に定める。 

３ 既納の審査料は還付しない。                                 

 

  （学位論文の審査）                                                      

第６条 研究科等の長は、第４条第１項の規定により学位論文の審査の申請を受理したときは、

研究科委員会等に審査を付託する。 

２ 学長は、第４条第２項の規定により、学位請求の申請を受理したときは、学位に付記する

専攻分野の名称に応じ、関係の研究科委員会等に学位論文の審査を付託する。 

 

第７条 前条の規定により学位論文の審査を付託された研究科委員会等は、学位論文ごとに本

学の専任教員３名以上により構成される審査委員会を設けて審査を行う。ただし、研究科委

員会等が必要と認めたときは、連携大学院分野を構成する教員を当該審査委員会を構成する

委員に含むことができる。 

２ 前項の審査委員会の委員のうち、修士に係る審査については１名以上を、博士に
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係る審査については２名以上を教授としなければならない。 

３ 第１項及び前項の規定にかかわらず、大学院保健衛生学研究科共同災害看護学専

攻（以下「共同災害看護学専攻」という。）にあっては、前条の規定により学位論

文審査を付託された研究科委員会等は、学位論文ごとに５名以上により構成される

審査委員会を設けて審査を行う。 

４ 前項の審査委員会の委員は、共同教育課程を構成する全ての大学から選出するも

のとする。 

５ 研究科委員会等は、学位論文の審査（最終試験及び試験を含む。）に当たって必要と認め

たときは、第１項に定める者のほか、他の大学院、研究所又は高度の水準を有する病院の教

員等を審査委員会の委員に委嘱することができる。 

６ 審査委員会は、審査上必要があるときは、学位論文（参考として添付された論文を含む。）

の訳文又は標本等の提出を求めることができる。 

 

  （最終試験又は試験等） 

第８条 審査委員会は、学位論文の審査が終わった後に、当該論文を中心として、これに関連

のある科目について最終試験又は試験を行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、共同災害看護学専攻にあっては、別に定める共同災害看護学専

攻教育課程連絡協議会が選出する審査委員５名により、学位論文審査が終わった後に、当該

論文を中心として、関連のある科目について最終試験又は試験を行う。 

３ 第１項及び前項の最終試験又は試験の方法は、口頭又は筆答とする。 

４ 審査委員会は、第３条第５項の規定により学位を請求する者については、専攻学術に関し、

本学大学院の博士課程又は博士（後期）課程を修了した者と同等以上の学力を有することを

確認するため、口頭又は筆答による試問（外国語を含む。）を行う。 

５ 本学大学院の博士課程に４年以上在学し、大学院学則第２０条第３項に規定する博士課程

における所定の単位を修得して退学した者が、本学大学院博士課程入学後１０年以内に、第

３条第５項の規定により学位を請求するときは、前項の試問を免除する。 

６ 本学大学院の博士（後期）課程に３年以上在学し、大学院学則第２０条第４項に規定する

博士（後期）課程における所定の単位を修得して退学した者が、本学大学院博士（後期）課

程入学後８年以内に、第３条第５項の規定により学位を請求するときは、第４項の諮問を免

除する。 

７ 本学大学院博士課程看護先進科学専攻に５年以上在学し、大学院学則第２０条第５項に規

定する博士課程における所定の単位を修得して退学した者が、本学大学院博士課程入学後１

２年以内に、第３条第５項の規定により学位を請求するときは、第４項の試問を免除する。 

 

  （審査期間） 

第９条  審査委員会は、その設置後、修士の学位にあっては３月以内、博士の学位にあっては

１年以内に、学位論文の審査並びに最終試験又は試験及び試問を終了しなければならない。

ただし、特別の事情があるときは、研究科委員会等の議決によりその期間を延長することが

できる。 
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  （審査委員会の報告） 

第１０条 審査委員会は、学位論文の審査並びに最終試験又は試験及び試問を終了したとき

は、すみやかにその結果を研究科委員会等に報告しなければならない。 

 

  （研究科委員会等の審議） 

第１１条 研究科委員会等は、前条の報告に基づいて、学位授与の可否について審議する。 

２  前項の審議を行うには、研究科委員会等委員構成員（海外渡航中の者及び休職中の者を除

く。）の３分の２以上の出席を必要とする。 

３  学位を授与できるものと議決するには、出席者の３分の２以上の賛成を必要とする。 

 

  （学長への報告） 

第１２条 研究科委員会等が、学位を授与できるものと議決したとき（第６条第２項の規定に

より学位論文の審査を付託された者については、学位を授与できるものと議決されなかった

ときを含む。）は、研究科等の長は、学位論文に学位論文の内容の要旨及び学位論文の審査

の要旨並びに最終試験又は試験及び試問の成績を添えて、学長に報告するとともに、意見を

述べなければならない。 

２ 研究科委員会等が、第６条第１項の規定により、学位論文の審査を付託された者について、

学位を授与できるものと議決したときは、研究科等の長は、前項に定めるもののほか、論文

目録及び履歴書を添えて学長に報告するとともに、意見を述べなければならない。 

 

  （学位記の授与） 

第１３条  学長は、第３条第１項の規定により、学士の学位を授与すべき者に学士の学位記を

授与する。 

２  学長は、前条の意見を参酌し、修士又は博士の学位の授与の可否について認定のうえ、学

位を授与すべき者には、当該学位の学位記を授与し、学位を授与できない者には、その旨通

知する。 

 

  （学位記の様式） 

第１４条 学位記の様式は、別紙様式第１、別紙様式第２、別紙様式第３、別紙様式第４、別

紙様式第５、別紙様式第６、別紙様式第７、別紙様式第８、別紙様式第９及び別紙様式第１

０のとおりとする。 

 

  （博士論文要旨等の公表） 

第１５条 大学は、博士の学位を授与したときは、当該博士の学位を授与した日から

３月以内に、当該博士の学位の授与に係る論文の内容の要旨及び論文審査の結果の

要旨をインターネットの利用により公表するものとする。 

 

  （博士論文の公表） 

第１６条 博士の学位を授与された者は、当該博士の学位を授与された日から１年以

内に、当該博士の学位の授与に係る論文の全文を公表するものとする。ただし、当
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該博士の学位を授与される前に既に公表したときは、この限りでない。 

２ 前項の規定にかかわらず、博士の学位を授与された者は、やむを得ない事由があ

る場合には、本学の承認を受けて、当該博士の学位の授与に係る論文の全文に代え

て、その内容を要約したものを公表することができる。この場合において、本学は、

その論文の全文を求めに応じて閲覧に供するものとする。 

３ 博士の学位を授与された者が行う前二項の規定による公表は、本学がインターネ

ットの利用により行うものとする。 

 

  （学位の名称の使用） 

第１７条 学位を授与された者が、学位の名称を用いるときは、東京医科歯科大学名を付記す

るものとする。ただし、共同災害看護学専攻に係る学位にあっては、当該共同災害看護学専

攻を構成する大学名を附記するものとする。 

 

  （学位授与の取消） 

第１８条 学位を授与された者が次の各号の一に該当するときは、学長は関係の学部教授会又

は研究科委員会等の意見を聴いて、学位の授与を取り消し、学位記を返還させ、かつ、その

旨を公表するものとする。 

(1) 不正の方法により学位の授与を受けた事実が判明したとき 

(2) その名誉を汚す行為があったとき 

２ 学部教授会において前項の議決を行う場合は、教授会構成員（海外渡航中及び休職中の者

を除く。）の３分の２以上の出席を必要とし、かつ無記名投票により出席者の３分の２以上

の賛成を必要とする。 

３ 研究科委員会等において第１項の議決を行う場合は、第１１条第２項及び第３項の規定を

準用する。 

 

 （学位授与の報告） 

第１９条 本学において博士の学位を授与したときは、学長は、文部科学大臣に報告するもの

とする。 

 

 （その他） 

第２０条 本規則に定めるもののほか、修士及び博士の学位論文の審査及び試験に関し必要な

事項 は、各研究科委員会等が別に定める。 

 

 

附 則 

１  この規則は、平成１６年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行前に廃止前の東京医科歯科大学学位規則（昭和５０年学規第３３

号）の規定によりなされた手続その他の行為は、この規則の相当規定によりなされ

た手続その他の行為とみなす。 

附 則（平成１９年３月６日規則第３号）抄 
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 （施行期日） 

１ この規則は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２２年１２月２２日規則第８０号） 

この規則は、平成２２年１２月２２日から施行し、平成２２年１０月１日から適用

する。 

附 則（平成２４年３月３０日規則第４３号） 

１  この規則は、平成２４年４月１日から施行する。 

２  平成２４年３月３１日において現に本学大学院に在学する者については、改正後

の規 

 定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則（平成２５年５月３０日規則第７１号） 

１ この規則は、平成２５年５月３０日から施行し、平成２５年４月１日から適用す

る。 

２ 改正後の第１５条の規定は、この規則の施行の日以降に博士の学位を授与した場

合について適用し、同日前に博士の学位を授与した場合については、なお従前の例

による。 

３ 改正後の第１６条の規定は、この規則の施行の日以降に博士の学位を授与された

者について適用し、同日前に博士の学位を授与された者については、なお従前の例

による。 

附 則（平成２６年３月３１日規則第２４号） 

１ この規則は、平成２６年４月１日から施行する。 

２ 平成２６年３月３１日において現に本学大学院に在学する者については、改正後

の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則（平成２６年１０月３０日規則第１１２号） 

この規則は、平成２６年１０月３０日から施行する。 

  附 則（平成２７年３月１０日規則第１８号） 

この規則は、平成２７年３月１０日から施行する。 

附則（平成２７年３月３０日規則第５３号） 

この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

  附則（平成２８年３月３１日規則第６３号） 

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 
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様式第２（修士の場合） 

                                          

第   号 

 

学    位    記 

  

                            本籍（都道府県名） 

                              氏 名 

                                 年  月  日生 

 

       本学大学院医歯学総合研究科医歯理工学専攻の修士課程において 

      所定の単位を修得し学位論文の審査及び最終試験に合格したので 

      修士（  ）の学位を授与する 

 

          年  月  日 

 

                               東京医科歯科大学 印 

 

 

様
式
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長 
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長
印 
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長
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様式第３（保健衛生学研究科博士（前期）課程修了による修士の場合） 

                                          

第   号 

 

学    位    記 

  

                         本籍（都道府県名） 

                         氏 名 

                                 年  月  日生 

 

       本学大学院保健衛生学研究科 

       専攻の博士（前期）課程において所定の単位を修得し学位論文の      

      審査及び最終試験に合格したので修士（  ）の学位を授与する 

          

          年  月  日 

         

                                東京医科歯科大学 印 

 

 

 

 

様式第４（保健衛生学研究科看護先進科学専攻博士課程において修士課程修了に相当する要件

を満たした修士の場合） 

                                          

第   号 

 

学    位    記 

  

                           本籍（都道府県名） 

                           氏 名 

                                 年  月  日生 

 

       本学大学院生保健衛生学研究科 

専攻において修士課程の修了に相当する要件を満たしたので 

修士（看護学）の学位を授与する 

          

          年  月  日 

         

                               東京医科歯科大学 印 
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東京医科歯科大学大学院保健衛生学研究科委員会修士 

（看護学・保健学）に係る学位論文審査及び試験内規 

 

平 成 １ ６ 年 ４ 月 １ 日  

制 定  

 

（趣旨） 

第１条 この内規は、東京医科歯科大学学位規則（平成１６年規則第５６号）第２０

条の規定に基づき、東京医科歯科大学大学院保健衛生学研究科（以下「本研究科」

という。）における修士（看護学・保健学）の学位論文の審査及び試験に関し必要な

事項を定める。 

 

（学位論文提出の資格） 

第２条 学位論文提出の資格を有する者は、次の各号の一つに該当する者とする。 

(1) 本研究科看護先進科学専攻に在学する学生で、東京医科歯科大学大学院学則（平

成１６年規定第５号。以下「大学院学則」という。）第２条第１項第２号に規定す

る博士課程に１年６月以上在学し、原則として、大学院学則第２０条第５項に規定

する所定の単位中２６単位以上を修得し、かつ、次のいずれかに該当する者 

 イ 一般社団法人日本看護系大学協議会が認定した専門看護師教育課程の履修者 

 ロ 大学院学則第３５条に基づき退学を許可された者 

(2) 本研究科生体検査科学専攻に在学する学生で、大学院学則第２条第１項第３号に

規定する博士（前期）課程に１年６月以上在学し、原則として、大学院学則第２０

条第１項に規定する所定の単位中２２単位以上を修得した者 

 

（学位論文） 

第３条 学位論文は、「要旨、背景、方法、結果、考察、文献」の順に記載された、

課題研究の成果等に基づく高度な学術的内容を含む提出者単独の著作を原則とする。

ただし、学位論文が共著の場合については、提出者が筆頭者となったもので、公表

されたものに限り、学位論文とすることができる。 

 

（学位論文に添付する書類） 

第４条 学位論文に添付する書類は、次の各号に掲げるとおりとする。ただし、参考

として他の論文を添付することができる。 

 (1) 申請書（別紙様式１） 

 (2) 履歴書（別紙様式２） 

 (3) 論文目録（別紙様式３）  

 (4) 学位論文要旨（１千字以内） 

 (5) 審査委員候補者記入表（別紙様式４） 
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 （課題研究報告書） 

第５条 看護先進科学専攻における学位論文審査は、課題研究報告書の審査に代える

ことができる。 

２ 課題研究報告書に添付する書類は、次の各号に掲げるとおりとする。 

 (1) 申請書（別紙様式１） 

 (2) 履歴書（別紙様式２） 

 (3) 課題研究報告書要旨（１千字以内） 

 (4) 審査委員候補者記入表（別紙様式４） 

３ 課題研究報告書の審査は、学位論文審査に準じて行う。 

 

（審査委員会） 

第６条 審査委員会は、主査１名及び副査２名により構成する。 

２ 主査は、本研究科の教授の中から選出する。ただし、指導教員は、主査となるこ

とはできない。 

３ 副査は、本学の教授、准教授及び連携大学院分野を構成する教員の中から選出す

る。この場合において、指導教員は副査となる。 

４ 必要があるときは、第１項に定める者のほか、副査２名以内を加えることができ

る。 

５ 本研究科委員会は、本研究科教育委員会（以下「教育委員会」という。）で選出

された審査委員候補者について審議し、審査委員会を設置する。 

６ 審査委員会は、学位論文の審査を行う。 

７ 前項の審査は、学位論文提出者及び審査委員会委員が一堂に会して、公開で行な

う。 

８ 審査委員会が必要と認めた場合には、学位論文の訳文及び標本等の提出を求める

ことができるほか、委員以外の者の出席を求め質疑を行うことができる。 

 

（最終試験） 

第７条 審査委員会は、学位論文の審査を終了した後、学位論文を中心として、これ

に関連ある科目について、本研究科のディプロマポリシーに鑑み、口頭又は筆答に

よる最終試験を行う。 

２ 最終試験の期日、科目及び問題等最終試験の方法は、審査委員会が決定する。 

 

（審査委員会の報告） 

第８条 審査委員会は、研究科委員会において審査委員会設置後３月以内に、学位論

文の審査並びに最終試験を行い、審査報告書を研究科長に提出するものとする。 

２ 審査報告書には、次の各号に掲げる書類を添付するものとする。 

（1）学位論文の内容の要旨（１千字以内） 

（2）学位論文の審査の要旨（４百字以内） 

（3）最終試験の結果の要旨 
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３ 前項第３号の最終試験の結果の要旨には、最終試験の方法と結論の要旨を記載す

るものとする。 

 

（研究科委員会の審議） 

第９条 研究科長は、前条の審査報告を受けた後、研究科委員会を開催し、学位授与

の可否について審議するものとする。 

２ 研究科長は、研究科委員会開催日の７日以前に、次の各号に掲げる書類を研究科

委員会委員に配付するものとする。 

（1）学位論文の内容の要旨 

（2）学位論文の審査の要旨（担当者名を記載したもの） 

（3）最終試験の結果の要旨（担当者名を記載したもの） 

（4）履歴書 

（5）論文目録 

（6）学位論文の写し 

３ 第１項の審議を行うには、研究科委員会委員（海外渡航中の委員及び休職中の委

員を除く）の３分の２以上の出席を必要とする。 

４ 学位を授与できるものと議決するには、出席者の３分の２以上の賛成を必要とす

る。 

 

 （学位授与の要件） 

第１０条 第２条第２項により学位論文を提出した者の修士の学位は、別に定める中

間評価に合格した場合に授与する。 

 

（学位論文提出の時期） 

第１１条 学位論文は１２月上旬までに所定の書類を添え提出するものとする。 

 

（適宜の処置） 

第１２条 学位論文の審査並びに試験等に関し、この内規を適用し得ない場合は、研

究科委員会の議を経て、適宜の処置をとるものとする。 

 

 

附 則 

１ この内規は、平成１６年４月１日から施行する。 

２ 東京医科歯科大学大学院保健衛生学研究科委員会修士（看護学・保健学）に係る

学位論文審査及び試験内規（平成１５年３月２７日制定）は廃止する。 

３ この内規の施行前に廃止前の東京医科歯科大学大学院保健衛生学研究科委員会修

士（看護学・保健学）に係る学位論文審査及び試験内規（平成１５年３月２７日制

定）の規定によりなされた手続その他の行為は、この内規の相当規定によりなされ

た手続その他の行為とみなす。 
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   附 則（平成１７年３月９日制定） 

 この内規は、平成１７年４月１日から施行する。 

   附 則（平成１９年３月６日制定）抄 

 この内規は、平成１９年３月６日から施行する。 

   附 則（平成２１年６月１０日制定） 

 この内規は、平成２１年６月１０日から施行する。 

   附 則（平成２６年２月１２日制定） 

 １ この内規は、平成２６年４月１日から施行する。 

 ２ 平成２６年３月３１日において現に本研究科に在学する者については、改正後 

  の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

   附 則（平成２６年９月１０日制定） 

 １ この内規は、平成２６年１０月３０日から施行する。 
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別紙様式１ 

平成  年  月  日 

 

 

保健衛生学研究科長 殿 

 

 

       年度入学 大学院保健衛生学研究科          学専攻          分野 

                                            氏   名                 印 

 

 

学 位 論 文（ 課 題 研 究 報 告 書 ） 審 査 申 請 書 

 

わたくしは、このたび修 士 (    )に係 る学 位 論 文 （課 題 研 究 報 告 書 ）の審 査 を受 けたいの

で学位論文（課題研究報告書）に所定の書類を添えて提出いたします。 
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別紙様式２ 

 

履  歴  書 

氏  名 

 

生年月日 

ふりがな

          

昭和・平成  年  月  日生 

 

男  女 

本  籍 

（都道府県名） 
 

現 住 所 

〒 

 

                   Tel： 

 

学歴 

 

 

 

 

 

 

 

 

職歴 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究歴 
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別紙様式３ 

 

（表面） 

論  文  目  録 

 

 

学 位 論 文 

 

     題名 

 

 

 

 

 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

 

（裏面） 

 

 

参 考 論 文 

 

     題名 

 

 

 

 

 

 

                                平成  年  月  日 

 

                                      氏名：               印 
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別紙様式４ 
 
         審 査 委 員 候 補 者 表  

 
      申請者氏名              

 

      指 導 教 員            印  

   

主査 分  野  名 氏    名 

   

   

   

   

   

   

   

   

※ 原則として４名以上、五十音順で記入願います。 

主査候補者１名には◎を付してください。 
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東京医科歯科大学大学院保健衛生学研究科委員会博士 

（看護学・保健学）に係る学位論文審査及び試験内規 

 

平 成 １ ６ 年 ４ 月 １ 日  

制 定  

 

（趣旨） 

第１条 この内規は、東京医科歯科大学学位規則（平成１６年規則第５６号）第２０

条の規定に基づき、東京医科歯科大学大学院保健衛生学研究科（以下「本研究科」

という。）における博士（看護学・保健学）の学位論文の審査及び試験に関し必要

な事項を定める。 

２ 前項にかかわらず、本研究科共同災害看護学専攻に係る博士（看護学）の学位論

文の審査及び試験に関し必要な事項は、別に定める。 

 

（学位論文提出の資格） 

第２条 学位論文提出の資格を有する者は、次の各号の一つに該当する者とする。 

(1) 本研究科看護先進科学専攻に在学する学生で、東京医科歯科大学大学院学則（平

成１６年規程第５号。以下「大学院学則」という。）第２条第１項第２号に規定す

る博士課程に４年以上在学し、大学院学則第２０条第５項に規定する所定の単位

中３０単位以上を修得した者 

(2) 本研究科総合保健看護学専攻及び生体検査科学専攻に在学する学生で、大学院

学則第２条第１項第３号に規定する博士（後期）課程に２年以上在学し、大学院

学則第２０条第４項に規定する所定の単位中４単位以上を修得した者 

(3) 次表に示す研究歴を満たした者で、人格識見に非難すべき点のない者 

 

最終学歴 研究歴等 

大学院前期課程修了 学部４年
前期課程

２年 
研究歴５年  

大学院後期課程修了 学部４年
前期課程

２年 

後期課程

 ３年 

研究歴 

２年 
  

大学院博士課程修了 

（医・歯学系） 
学部６年 博士４年 

研究歴 

２年 

学部（４年制）卒業 学部４年 研究歴８年 

学部（６年制）卒業 学部６年 研究歴６年 

備考：学部卒業後本研究科において２年以上の研究歴を要する。 
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２ 前項第２号の研究歴とは、次の各号に該当するものとする。 

 (1) 大学の専任職員として研究に従事した期間 

 (2) 大学院を退学した者の場合は大学院に在学した期間、又は専攻科（全日制の研

究生及び専攻生等を含む。）に在学した期間 

 (3) 科学研究費補助金応募資格を有する研究施設において専任職員として研究に

従事した期間 

(4) 本学が前各号と同等以上と認める次に掲げる期間 

ア 本学で受託研究員又は外国人研究者として研究に従事した期間 

イ 本学で技官として勤務し研究に従事した期間 

 

（学位論文） 

第３条 学位論文は、原著論文とし、原則として「緒言、対象／方法、結果、考察、

要旨／結語、参考文献」の項目を含む単著とする。ただし、次の各号の全てを満た

した場合は、欧文で作成した論文に限り、共著とすることができる。 

 (1) 筆頭著作であること。 

 (2) 指導教員又は推薦教授から、論文作成にあたり申請者が主要な役割を果たした

ことを認めた証明書（別紙様式９）が提出されたこと。 

 (3) 共著者全員から、学位論文に使用することに同意した同意書（別紙様式１０）

が提出されたこと。 

２ 学位論文の提出は、査読制度のある学術雑誌に投稿し、原則として公表されたも

のにより行うこととする。ただし、第２条第１項第１号及び第２号に該当する者に

あっては、掲載証明書を添付した場合は、当該証明を受けた時点の論文の写しによ

り行うことができるものとする。 

 
（学位論文に添付する書類並びに審査料） 

第４条 学位論文に添付する書類は、次の各号に掲げるとおりとする。ただし、参考

として他の論文を添付することができる。 

 (1) 本研究科博士課程及び博士（後期）課程学生（第２条第１項第１号及び第２号

該当者をいう。以下同じ。）の場合 

  ア 申請書（別紙様式１） 

  イ 履歴書（別紙様式３） 

  ウ 論文目録（別紙様式５） 

  エ 学位論文要旨（４千字以内） 

  オ 審査委員候補者記入表（別紙様式７） 

(2) 学位論文提出による学位請求者（第２条第１項第３号該当者をいう。以下同じ。）

の場合 

ア 申請書（別紙様式２） 

イ 履歴書（別紙様式３） 

ウ 卒業証明書 

エ 研究歴証明書（別紙様式４）。ただし、修士課程等の修了者は、それを証明す
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る書類をもってその間の研究歴証明書にかえることができる。 

オ 論文目録（別紙様式５） 

カ 学位論文要旨（４千字以内） 

キ 推薦教授からの推薦状（別紙様式６） 

ク 審査委員候補者記入表（別紙様式７） 

２ 学位論文提出による学位請求者は、第１項第２号に定める書類のほか、審査料と

して５万７千円を学位論文提出と同時に納付しなければならない。 

 

（資格等審査） 

第５条 学位論文を提出しようとする者は、本研究科教育委員会（以下「教育委員会」

という。）において、学位論文提出の資格及び論文形式等について、事前に審査を受

けるものとする。 

２ 前項の場合において、本学以外（外国を含む。）の研究機関において研究に従事し

た期間又は第２条第２項第４号の期間を研究歴とする者は、当該期間に係る在籍証

明書又は在職証明書及び業績一覧（別紙様式８）等を、前条第１項第２号の書類に

加え提出するものとする。 

 

（学位論文審査の順序） 

第６条 学位論文審査の順序は、受理の順序による。 

 

（審査委員会） 

第７条 審査委員会は、主査１名及び副査２名により構成する。 

２ 主査は、本研究科の教授の中から選出する。ただし、指導教員、推薦教授及び当

該学位論文の共著者は主査となることができない。 

３ 副査は、博士の学位を有する本学の教授、准教授及び連携大学院分野を構成する

教員の中から選出するものとし、１名以上を本学の教授又は連携教授とし、本研究

科博士課程及び博士（後期）課程学生に係る学位論文については、指導教員は副査

となる。ただし、学位論文提出による学位請求者に係る学位論文については、副査

のうち１名以上は本学の専任教員とし、共著者は副査となることができない。 

４ 必要があるときは、第１項に定める者のほか、副査２名以内を加えることができ 

る。 

５ 本研究科委員会は、教育委員会で選出された審査委員候補者について審議し、審

査委員会を設置する。 

６ 審査委員会は、学位論文の審査を行う。 

７ 前項の審査は、学位論文提出者及び審査委員会委員が一堂に会して、公開で行う。 

８ 審査委員会が必要と認めた場合には、学位論文の訳文及び標本等の提出を求める

ことができるほか、委員以外の者の出席を求め質疑を行うことができる。 

 

 

（最終試験） 
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第８条 審査委員会は、本大学院学生に係る学位論文の審査を終了した後、学位論文

を中心として、これに関連ある科目について、口頭又は筆答による最終試験を行う。 

２ 最終試験の期日、科目及び問題等最終試験の方法は、審査委員会が決定する。 

 

（試験及び試問） 

第９条 審査委員会は、学位論文提出による学位請求者に係る学位論文の審査を終了

した後、学位論文を中心として、これに関連ある科目について口頭又は筆答による

試験を行い、更に専攻学術に関し、本大学院の課程を修了した者と同等以上の学力

を有することを確認するため、口頭又は筆答による試問を行う。なお、試問におい

ては、研究科委員会において特別の事由があると認められた場合を除き、外国語を

課すものとする。 

２ 試験の期日、科目及び問題等試験の方法は、審査委員会が決定する。 

 

 （審査委員会の報告） 

第１０条 審査委員会は、研究科委員会において審査委員会設置後１年以内に、学位

論文の審査並びに最終試験又は試験及び試問を行い、審査報告書を研究科長に提出

するものとする。 

２ 審査報告書には、次の各号に掲げる書類を添付するものとする。 

(1) 学位論文の内容の要旨（４千字以内） 

(2) 学位論文の審査の要旨（２千字以内） 

(3) 最終試験又は試験及び試問の結果の要旨 

３ 前項第３号の最終試験の結果の要旨には、最終試験の方法と結論の要旨を記載す

るものとし、試験及び試問の結果の要旨には、試験及び試問の方法と結論の要旨を

記載するものとする。 

 

（研究科委員会の審議） 

第１１条 研究科長は、前条の審査報告を受けた後、研究科委員会を開催し、学位授

与の可否について審議するものとする。 

２ 研究科長は、研究科委員会開催日の７日以前に、次の各号に掲げる書類を研究科

委員会委員に配付するものとする。 

(1) 学位論文の内容の要旨 

(2) 学位論文の審査の要旨（担当者名を記載したもの） 

(3) 最終試験又は試験及び試問の結果の要旨（担当者名を記載したもの） 

(4) 履歴書 

(5) 論文目録 

(6) 学位論文（別刷） 

３ 第１項の審議を行うには、研究科委員会委員（海外渡航中の委員及び休職中の委

員を除く）の３分の２以上の出席を必要とする。 

４ 学位を授与できるものと議決するには、無記名投票により出席者の３分の２以上

の賛成を必要とする。 
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５ 研究科委員会における審査は、学位論文の別刷りをもって行うことを原則とする。

ただし、掲載証明書及び誓約書（別紙様式１１）の提出があった場合に限り、別刷

によらずに論文を基にした冊子を持って行なうことができる。 

 

（２年次修了） 

第１２条 大学院学則第２０条第４項ただし書についての取り扱いは、別に定める。 

 

（適宜の処置） 

第１３条 学位論文の審査並びに試験等に関し、この内規を適用し得ない場合は、研

究科委員会の議を経て、適宜の処置をとるものとする。 

 

 

附 則 

１ この内規は、平成１６年４月１日から施行する。 

２ 東京医科歯科大学大学院保健衛生学研究科委員会博士（看護学・保健学）に係る    

 学位論文審査及び試験内規（平成１５年３月２７日制定）は廃止する。 

３ この内規の施行前に廃止前の東京医科歯科大学大学院保健衛生学研究科委員会博  

 士（看護学・保健学）に係る学位論文審査及び試験内規（平成１５年３月２７日制  

 定）の規定によりなされた手続その他の行為は、この内規の相当規定によりなされ 

 た手続その他の行為とみなす。 

 

  附 則（平成１９年３月６日制定）抄 

この内規は、平成１９年４月１日から施行する。 

    附 則（平成２１年６月１０日制定） 

この内規は、平成２１年６月１０日から施行し、平成２１年４月１日から適用する。 

  附 則（平成２６年１月１６日制定） 

１ この内規は、平成２６年４月１日から施行する。 

２ 平成２６年３月３１日において現に本学大学院に在学する者については、改正 

後の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

  附 則（平成２６年３月１２日制定） 

１ この内規は、平成２６年４月１日から施行する。 

  附 則（平成２６年９月１０日制定） 

１ この内規は、平成２６年１０月３０日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 



─ 299 ─

別紙様式１ 

平成  年  月  日 

 

 

 保健衛生学研究科長 殿 

 

 

    年度入学 大学院保健衛生学研究科       学専攻       分野 

                                             氏  名             ○印  

 

 

学 位 論 文 審 査 申 請 書 

 

  わたくしは、このたび博 士 (    )に係 る学 位 論 文 の審 査 を受 けたいので、学 位 規 則 第 ４条

第１項により、学位論文に所定の書類を添えて提出いたします。 
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別紙様式２ 

平成  年  月  日 

 

 

東京医科歯科大学長 殿 

 

                         

                               氏  名              印 

 

 

学 位 請 求 申 請 書 

 

私は、このたび貴学学位規則第４条第２項により、学位論文を提出し､博士(   学)の学位

を請求いたしたいので、所定の書類を添え申請いたします。 
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別紙様式３ 

 

履  歴  書 

氏  名 

 

生年月日 

ふりがな

          

昭和・平成  年  月  日生 

 

男  女 

本  籍 

（都道府県名） 
 

現 住 所 

〒 

 

                   Tel： 

 

学歴 

 

 

 

 

 

 

 

 

職歴 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究歴 
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別紙様式４ 

 

 

研 究 歴 証 明 書 
 

氏 名                  

 

                           昭和・平成  年  月  日生      

 

 

 上記の者は、下記のとおり           
 
において研究を行ったことを証明いたします。 
 

記 
 
１ 研究題名 
 
１ 研究期間 
 

 

 

 

 

 

 

年    ヵ月間  

 

 

平成  年  月  日 

 

                  （研究機関名・所属部署） 

 

                  （職名・氏名）                印  
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別紙様式５ 

 

（表面） 

 

論  文  目  録 

 

 

学位論文 

 

題名 

 

 

 

 

 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

 

（裏面） 

 

 

参 考 論 文 

 

     題名 

 

 

 

 

 

 

                                平成  年  月  日 

 

                                      氏名：               ○印  
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別紙様式６ 
 

平成  年  月  日  
 
 
   東 京 医 科 歯 科 大 学 長  殿  
 
 
                          東京医科歯科大学  
                              （所属部署） 
                              （推薦教授名）                  印  
 
 

推  薦  状 
 
 この度、          が本学学位規則第４条第２項の規定により学位請求を行うにあたり、

提出する論文が学位授与に値すると思いますので推薦申し上げます。 
なお、同 人 は、履 歴 書 のとおり  年 以 上の研 究 歴を有するもので、人 格 識 見について私が

保証いたします。 
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別紙様式７ 

審 査 委 員 候 補 者 
 

                    申請者氏名 ：                       

 

分  野  名 氏       名 

  

  

  

  

  

 

 

 

       

 ※原則として４名以上（甲の場合は指導教員を含む）、あいうえお順に記入願います。 

 ※審査委員会 甲：指導教員は副査となる（共著者の場合を含む）                                         
                   乙：共著者は審査委員になることはできない。 

  
 指導教員・推薦教授 氏名：            印 (・共著者である   ・共著者でない ) 
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別紙様式８ 

業  績  一  覧 

平成  年  月  日現在 

氏名：              

論文等の表題（著者名） 

学会、研究会発表（発表者名） 

発行又は発表年月日

（巻・号・頁） 

発表雑誌等又は 

発表学会等の名称 

論文・学会発表等の

内容の概要 

※それぞれ発表年代順に記入する。 

 

［原著］ 

１． 

２． 

～～～～～～～～～～～～～～～ 

［総説］ 

１． 

２． 

～～～～～～～～～～～～～～～ 

［著書］ 

１． 

２． 

～～～～～～～～～～～～～～～ 

［学会］ 

１． 

２． 

～～～～～～～～～～～～～～～ 

［研究会］ 

１． 

２． 

～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

 

 

 

 

 

～～～～～～～～～

 

 

 

～～～～～～～～～

 

 

 

～～～～～～～～～

 

 

 

～～～～～～～～～

 

 

 

～～～～～～～～～

 

 

 

 

 

 

 

～～～～～～～～ 

 

 

 

～～～～～～～～ 

 

 

 

～～～～～～～～ 

 

 

 

～～～～～～～～ 

 

 

 

～～～～～～～～ 

 

 

 

 

 

～～～～～～～～～

 

 

 

～～～～～～～～～

 

 

 

～～～～～～～～～

 

 

 

～～～～～～～～～

 

 

 

～～～～～～～～～

 

注）１．著者名は、論文に記載されている順に全著者名を記入する。 

  ２．学会等の発表者は、全員記入する。 

  ３．学位論文として提出する論文に◎を付けること。 
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別紙様式９ 

証  明  書 

 

平成  年  月  日 

 

大学院保健衛生学研究科長 殿 

 

 

指導教員又は推薦教授： 

 

                     ○印  

 

   論文題目 

   「 

 

                 」 

            発表（投稿）雑誌名 

       

    平成  年  月  日   巻   号に発表・発表予定  

                       

 

論 文 提 出者           は、上 記 論 文の共 同 研 究において、主 要 な役 割を果 た

したことを証明します。 
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別紙様式１０ 

同  意  書 

 

平成  年  月  日 

 

東京医科歯科大学大学院保健衛生学研究科長 殿 

 

共著者所属氏名： 

               ○印  

 

                                          ○印  

 

                                          ○印  

 

                                          ○印  

 

                                          ○印  

 

   論文題目 

   「 

 

                 」 

            発表（投稿）雑誌名 

       

    平成  年  月  日   巻   号に発表・発表予定  

                       

 

上 記 論 文 を         が、東 京 医 科 歯 科 大 学 博 士 （  ）の学 位 申 請 の主 論 文

として提出することに異議ありません。 



─ 309 ─

別紙様式１１ 

誓   約   書  
平成  年  月  日  

 

   大学院保健衛生学研究科長  殿  

 

 

                            学位論文審査申請者：              印  

 

 私 は、保 健 衛 生 学 研 究 科 委 員 会 における学 位 論 文 の最 終 審 査 時 に学 位 申 請 論 文 の別 刷

を提出することが出来ません。 

 つきましては、採択された論文を基に作成した冊子を用いて学位論文の最終審査を受けたく

よろしくお取り計らい願います。 

 なお、学位論文の別刷が出来次第、速やかに当該別刷３部を提出することをここに誓約いた

します。 

 

 

 

 私 は、上 記 のことに同 意 し、責 任 を持 って申 請 者 に学 位 論 文 の別 刷 を提 出 させることをここ

に誓約いたします。 

指 導 教 員：              印  
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東京医科歯科大学大学院学位論文審査基準

平成２７年２月１７日

制 定

１．（趣旨）

東京医科歯科大学学位規則（平成１６年規則第５６号）第２０条の規定に基づき、東京医

科歯科大学（以下「本学」という。）大学院医歯学総合研究科並びに大学院保健衛生学研究

科における修士および博士の学位論文審査基準について定める。

２．（修士課程、博士（前期）課程）

修士課程及び博士（前期）課程における学位論文審査では、本学学位授与の方針（ディプ

ロマポリシー）等を踏まえ、論文の内容が、以下の要件を満たし、当該領域において、十分

な研究能力を習得しているかという観点で審査する。

１）研究目的の適切性

当該研究領域に関する基礎的な知識を有し、先行研究を十分に検討した上で、意義の

ある研究目的が適切に設定されているか。

２）研究方法・倫理観

研究計画、研究方法が適切な実証性を備えているか。また、高い倫理観を持ち研究や

実験を行っているか。

３）考察

得られた研究データ・結果を正しく評価し、適切な考察がなされたうえで、論理一貫

性をもって記述できているか。

３．（博士課程、博士（後期）課程）

博士課程及び博士（後期）課程における学位論文審査では、本学学位授与の方針（ディプ

ロマポリシー）等を踏まえ、論文の内容が、以下の要件を満たし、当該領域において、自立

した研究者として高度な研究能力およびその基礎となる豊かな学識を習得しているかとい

う観点で審査する。

１）研究目的の先駆性・独創性

当該研究領域に関する多面的かつ専門的な知識を有し、先行研究を十分に検討した

上で、先駆的又は独創的な発想に基づき研究目的が設定されているか。

２）社会的意義

当該研究領域の発展に寄与し、人類の健康と福祉への貢献に繋がる研究内容である

か。

３）研究方法・倫理観

研究計画、研究方法が幅広い視野に基づき策定されたものであり、高い論証性を備え

ているか。また、高い倫理観を持ち研究や実験を行っているか。

４）考察・今後の発展性

得られた研究データ・結果を正しく評価し、適切かつ十分な考察がなされたうえ

で、論理一貫性をもって記述できているか。また今後の学問的発展性があるか。

附 則

この基準は、平成２７年２月１７日から施行する。
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学生周知事項
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６．学生周知事項 

１）連絡・通知 

大学からの連絡・通知は掲示板への掲示又は大学のホームページ（トップページ → 「在学生の方」

又は「学部・大学院」）により行います。 
台風等の自然災害や交通機関運休に伴う授業の休講・試験の延長を決定した場合は、本学のホームペ

ージ（トップページ → 「学部・大学院」ニュース欄）に掲載します。 
掲示板は 6 号館前大学院掲示板、１号館西１階学務企画課前及び 5 号館 3 階学生支援課前です。見落

としがないように十分注意して下さい。 
学生への個別連絡は電話、電子メール又は郵送にて行います。 
大学から緊急に連絡する必要が生じても連絡が取れないことがないように入学時と連絡先が変更にな

った際は、忘れずに届出てください。 
 
２）学生証 

   学生証は、本学の学生である旨を証明し、学内で名札として使用するとともに、IC カードとして学内

出入口の解錠、出席登録等としても在学中使用しますので、紛失・破損等のないよう大切に取り扱って

下さい。 
   また、通学定期券の購入時等に提示を求められたときに提示できるよう、常に携帯するようにして下

さい。 
(1) 再交付 

   学生証を紛失又は破損等した場合は、速やかに学務企画課に申し出て、再交付の手続きをとって下さ

い。また、再交付を行う場合は、再交付にかかる費用を負担することとなりますので注意して下さい。 
(2) 返却 

   修了、退学、除籍となった場合は、直ちに学生証を学務企画課に返却して下さい。なお、返却ができ

ない場合は、再交付にかかる費用と同額を負担することとなりますので注意して下さい。 
 (3) 有効期限の更新 
   在学期間延長や長期履修により有効期間が経過した場合は、学生証の有効期限の更新が必要となりま

すので、学務企画課（TEL 5803－5074）に申し出てください。 
 
３）証明書等 

  証明書等は、学務企画課で発行するものと、自動発行機で発行するものがあります。 

発行場所 種類 受付時間 問い合わせ先 

自動発行機 

5 号館 4階 

学生談話室 

 在学証明書  （和文） 8:30-21:00 

（発行には学生

証が必要） 

学務企画課企画調査掛

TEL：5803-5074  学生旅客運賃割引証（学割） 

学務企画課※ 

1 号館西 1階 

 在学証明書  （英文） 

8:30-17:15 

学務企画課大学院教務

第一掛・第二掛 

TEL：5803-4676・4534

 成績証明書  （和文・英文） 

 
修了見込証明書【修士・博士(前期)】 

              （和文・英文） 

 その他諸証明書（和文・英文） 

学務企画課※ 

1 号館西 1階 
 

修了見込証明書【博士・博士（後期）】

        （和文・英文） 
 8:30-17:15 

学務企画課企画調査掛

TEL：5803-5074 

 

 

19．
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  ※学務企画課発行の証明書の手続きについて 

   学務企画課発行の証明書を希望する場合は、「証明書交付願」を各窓口に提出して請求すること。なお、

交付には和文で数日、英文で一週間程度を要する。 

  ※修了生の証明書発行は、学務企画課で行っている。（発行している証明書：「修了証明書」「成績証明書」

「単位修得証明書」「在学期間証明書」「学位授与証明書」等。） 

 

    郵送での申込みについて  

 自動発行機以外で発行している証明書に関しては、郵送で申込むことができる。その際は、「証明書交

付願」と返信用封筒（角型 2 号）に 120 円切手貼付のうえ、請求すること。なお、郵送料が不足する

場合は、郵便局からの請求に基づき支払うこと。 

    申込み先  

   〒113-8510 東京都文京区湯島 1-5-45 

   東京医科歯科大学学務部 学務企画課 

 
４）学生旅客運賃割引証（学割証） 

(1) 学生が課外活動又は帰省などで JR 線を利用する場合、乗車区間が片道 100km を超えるときに旅客

運賃の割引（２割）を受けることができます。 
   この制度は、修学上の経済的負担を軽減し、学校教育の振興に寄与することを目的とするものなので、

計画的に使用して下さい。（年間使用限度：10 枚／人、有効期間：発行日から２ヶ月間） 
(2) 次に掲げる行為があったときは、普通運賃の２倍の追徴金を取られるばかりでなく、本学の全学生に

対する学割証の発行が停止されることがありますので、乱用又は不正に使用することのないよう注意し

て下さい。 
  ① 他人名義の学割証を使って乗車券を購入したとき 
  ② 名義人が乗車券を購入し、これを他人に使用させたとき 
  ③ 使用有効期間を経過したものを使用したとき 

(3) 学割証は、学生談話室（５号館４階）に設置されている「自動発行機」にて発行します。 
（利用時間：平日 8:30～21:00） 

  （問い合わせ先）学務企画課（TEL 5803－5074） 

 
５）住所・氏名等の変更 

   本人又は保証人の住所・本籍又は氏名等（電話番号を含む）に変更が生じた場合は、速やかに学務企

画課大学院教務第一掛・第二掛に申し出て所定の手続きをとって下さい。 
   この手続きを怠った場合、大学から本人又は保証人に緊急に連絡する必要が生じても連絡が取れない

ので注意して下さい。 
 

提出・問い合わせ窓口  

学務部学務企画課大学院教務第一掛・第二掛（１号館西１階） 

 届出用紙  

 届出用紙 添付、提示書類 

改姓した場合 
改姓（名）届 

学生証記載事項変更 
改姓（名）を証明する書類を添付 

本人・保証人が住所・本籍地を

変更した場合 
住所・本籍地変更届 

住所・本籍地を変更したことを 

証明する書類を添付又は提示 

保証人を変更した場合 保証人変更届 なし 
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６）研修・研究依頼 

   外部の研究機関等に研修（実習）又は研究を希望する場合は、学務企画課大学院教務第一掛・第二掛

に研修・研究依頼書を提出してください。 
 
７）遺失物及び拾得物 

   学内での遺失物又は拾得物の届出は以下のとおりとなります。 
(1) 医学部内・・・・・・・・・医学部総務課（３号館６階：TEL 5803－5096） 
(2) 歯学部内・・・・・・・・・歯学部総務課（歯科棟南２階：TEL 5803－5406） 
(3) その他・・・・・・・・・・紛失及び拾得場所（建物）を管理する各事務部 

 
８）進路調査 

   大学院を修了（見込みを含む）する場合は、修了日（見込み日）１ヶ月前までに必ず進路届を学生支

援課に提出して下さい。 
  （問い合わせ先）学生支援課（TEL 5803－5077） 

 
９）健康相談・メンタルヘルス相談 

  （保健管理センター：TEL 5803 - 5081、http://www.tmd.ac.jp/hsc/index.html） 
   保健管理センターは本学の学生・職員が心身共に健康な生活を送り、所期の目的を達成することがで

きるよう、助言・助力することを目的としている施設です。必要に応じて医療機関への紹介状の発行も

行っています。 
(1) 健康相談・メンタルヘルス相談 
① 健康相談は午前 10 時～12 時 30 分、午後 1 時 30 分～3 時 30 分まで受け付けます。 
② 医師の担当時間は、保健管理センターホームページで確認してください。 
③ 時間外でも医師・保健師がいる場合は相談に応じます。 
④ センターには自分で測定できる身長計、体重計、血圧計などが設置してあります。 

(2) 健康診断 
   健康管理は自己責任ですので、詳しい日程・検査の種類等は保健管理センターホームページを確認し

てください。定期健康診断は学生の義務です。必ず受けてください。 
① 一般定期健康診断               5 月 
② B 型肝炎抗原抗体検査             4 月  
③ 放射線業務従事者健康診断           4 月、10 月 
④ その他 B 型肝炎の予防接種、インフルエンザの予防接種 等 

(3) 健康診断証明書の発行 
   各種資格試験受験、病院研修申請、就職・進学などを目的として必要な健康診断証明書を発行してい

ます。ただし、証明書の発行は定期健診を受診している方に限ります。 
 
10）学生相談 
 （学生・女性支援センター：http://www.tmd.ac.jp/labs/gakuseihokenkikou/index.html） 

学生・女性支援センターは、本学の学生に対して、生活・修学・就職・メンタルヘルスやハラスメ

ント、キャリアパスや学業（仕事）と家庭との両立に関することなど、キャンパスライフ全般に渡り、

全学的に支援を行い、学生支援活動の充実を図ることを目的として設置されています。なお、本セン

ターは男女問わずご利用いただけます。 
下記のような問題、その他大学生活を送るうえで悩みや心配事が起きたときにご相談ください。 
また、内容により担当が異なりますので、各ホームページをご参照ください。 
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＜学生生活全般に関すること＞ TEL：5803-4959 
（http://www.tmd.ac.jp/cgi-bin/stdc/cms_reserv.cgi） 

  ・生活に関する相談･･･家族の問題・経済的な問題・恋愛問題など 
・修学に関する相談･･･勉強の進捗状況・進学・研究室の人間関係など 
・就職に関する相談･･･卒業後の進路・就職活動など 

  ・メンタルに関する相談･･･健康の問題・ストレス・心の問題・対人関係など 
  ・ハラスメントに関する相談･･･アカデミックハラスメント・パワーハラスメント・ 
                 セクシャルハラスメントなど 
＜キャリア支援や学業（仕事）と家庭との両立支援に関すること＞ TEL：5803-4921 
（http://www.tmd.ac.jp/ang/counsel/index.html） 
 ・今後の進路や生き方に関する相談 
 ・妊娠・出産・育児との両立や保育園入園・介護に関する相談 

  
 ☆個別相談時間：月～金 10:30～17:00  

ご予約下さい。予約なしでも可能な限り対応します。 
 

 

11）その他 

(1) 個人宛の郵便物等には、必ず分野名の記載を相手方に周知してください。 
(2) 本学では、構内での交通規制が行われており、学生の車での通学は認められていませんので、注意し

て下さい。ただし、電車、バス等で通学することが困難な者については、申請に基づき許可することが

あります。 
(3) 担当課 

  ① 教務事務・・・・・・・学務部学務企画課大学院教務第一掛・第二掛 
               （1 号館西 1 階：TEL 5803－4676、4679、4534） 
  ② 授業料の納入・・・・・財務施設部財務管理課収入管理掛 
               （1 号館西 3 階：TEL 5803－5048） 
  ③ 奨学金・授業料免除・・学生支援課 
               （5 号館 3 階：TEL 5803－5077） 
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長期履修制度について(保健衛生学研究科) 

 

１）長期履修学生制度 

とは 

 

 

 

２）対象者 

 

 

 

３）申請手続き 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）長期履修期間 
 

 

 

 

 

５）長期履修の短縮 

 

 

 

 

 

 

 

長期履修学生制度とは、職業を有している等の事情により標準修業年限（看護先進科学

専攻：５年、総合保健看護学専攻博士（後期）課程：３年、生体検査科学専攻博士（前

期）課程：２年、生体検査科学専攻博士（後期）課程：３年）を超えて履修を行い修了

することができる制度であり、願い出た者については、審査のうえ許可することもある。 

 

長期履修を申請できるのは原則下記にあてはまる者とする。 

・企業等の常勤職員又は自ら事業を行っている者 

・出産、育児、介護等を行う必要がある者 

 

 提出・問い合わせ窓口  

学務部学務企画課大学院教務第二掛（１号館西１階） 

提出書類  

・長期履修申請書（本学所定の様式） 

・在職証明書（企業等の常勤職員の場合） 

・その他申請理由を証明できる書類 

（例）出産・育児を理由とする場合は、母子手帳や保険証のコピーなど 

 提出期限  

・入学志願者が長期履修を希望する場合・・・入学手続き期間の最終日 

・在学者が長期履修を申請する場合・・・・・ 

          看護先進科学専攻：４年次の２月末日 

          総合保健看護学専攻博士（後期）課程：２年次の２月末日 

          生体検査科学専攻博士（前期）課程：１年次の２月末日 

          生体検査科学専攻博士（後期）課程：２年次の２月末日 

※在学者が長期履修申請をした場合、申請年次の次年度から長期履修が適用される 

 

長期履修者が在学できる期間の限度は標準修業年限の２倍（看護先進科学専攻：１０年、

総合保健看護学専攻博士（後期）課程：６年、生体検査科学専攻博士（前期）課程：４

年、生体検査科学専攻博士（後期）課程：６年）とする。なお、長期履修期間を最大修

業年限未満に設定したものについては、長期履修後、最大修業年限までは在学期間延長

の手続をすることができる。（在学期間延長については○○ページ参照） 

 

長期履修は短縮することができるが、短縮後の在学年数を標準修業年限未満にすること

はできない。なお短縮申請は 1回限りとする。また、長期履修を延長することはできな

い。 

 提出・問い合わせ窓口  

学務部学務企画課大学院教務第二掛（１号館西１階） 

提出書類 

・長期履修期間短縮申請書 

  

（在学期間延長については３２１ページ参照）
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６）履修登録 

 

 

７）授業料 

 

 

 

 

 

８）学位申請 

 

 

 

 

９）長期履修中の休学及

び留学 

 

 

１０）長期履修事由の 

 消滅 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

提出期間 

希望する修了予定年度の前年度の２月末日まで 

（例）６年間から４年間への短縮を行う場合：２年次の２月末日までに手続きを行う 

 

長期履修者の履修登録にあたっては、担当教員と事前に相談し単位修得に関する履修計

画を作成のうえ、計画的に履修を行わなければならない。 

 

標準修業年限分の授業料を長期履修年数に応じて分割納入するものとする。なお、長期

履修の短縮申請を行った場合は、標準修業年限分の授業料から既納入分を差し引き、残

りの在学年数で分割納入する。 

※日本学生支援機構の奨学金に申請する学生は、貸与期間等に特別の定めがある場合が

あるので、学務部学生支援課（１号館西１階）に問い合わせること。 

 

学位申請が行えるのは、長期履修の最終年度のみである。最終年度以外の年度には学位

申請は受け付けないので注意すること。なお、申請した長期履修期間より早く学位申請

が行えるようになった場合は、前もって長期履修短縮申請をすること。 

※５）長期履修の短縮を参照 

 

長期履修学生の休学、留学については、事例ごとに審議することとする。なお、休学が

認められた場合、休学期間は在学期間に算入しない。 

※休学、留学の手続き等詳細については、（〇〇ページ）を参照すること 

 

長期履修期間中に長期履修の事由が消滅した場合（常勤職員のため長期履修を申請した

が、会社を辞めた等の理由で学業に専念できるような状況になったなど）は、長期履修

の短縮をすることができる。 

※休学、留学の手続き等詳細については、（３２０ページ）を参照すること
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東京医科歯科大学大学院保健衛生学研究科長期履修に関する要項 

（趣旨） 

第１条 この要項は、東京医科歯科大学大学院学則第１５条の規定に基づき、東京医科歯科大学大学院保健

衛生学研究科（以下「研究科」という。）における長期履修の取扱いに関し、必要な事項を定めるものと

する。 

 

（資格） 

第２条 長期履修を申請できる者は、次の各号のいずれかに該当するものとする｡ 

（１）常勤で勤務している者 

（２）出産･育児･介護等を行う必要がある者 

（３）その他長期履修することが必要と認められる者 

 

 （申請手続） 

第３条  長期履修を希望する者は、指導教員と相談の上、次に掲げる書類により研究科長に申請しなければ

ならない｡ 

（１）長期履修申請書(別紙様式) 

（２）在職証明書（前条第１号に該当する者）その他の前条の資格を証明する書類 

（３）その他必要と認める書類 

２ 前項の規定による申請は、次の各号に掲げる区分により、当該各号に掲げる日までに行わなければなら

ない。 

（１）入学（再入学、進学、編入学、転科、転入学及び転専攻を含む。）志願者が長期履修を希望する場合 

入学手続き期間の最終日 

（２）在学者が長期履修を希望する場合  

最終学年の前年度の２月末日 

 

（許可） 

第４条  長期履修の許可は、研究科委員会の議を経て研究科長が行う｡ 

２  研究科長は、前項の規定により長期履修を許可した場合は、長期履修に係る履修計画及び授業料並びに

その徴収方法等について、長期履修の許可を受けた者(以下｢長期履修学生｣という｡)に通知するものとす

る｡ 

 

（履修） 

第５条 長期履修学生は、研究科が定めた履修計画に基づき、計画的な履修を行わなければならない｡ 

 

（長期履修の期間） 

第６条 長期履修学生が在学できる期間の限度は、標準修業年限の２倍とする。 

２ 長期履修の開始時期は４月からとする。 

３ 長期履修学生が長期履修期間の短縮を希望する場合は、希望する修了予定年度の前年度の２月末日まで

に研究科長に願い出て、その許可を得なければならない。 

 

（雑則） 

第７条 この要項に定めるものほか、長期履修の取扱いに関し必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

 この要項は、平成１９年 ８月２２日から施行する。 
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７．諸手続きについて 
 各手続きに必要な本学指定の様式については、学務企画課大学院教務第一掛・第二掛（１号館西１階）もしくは本学

ホームページより取得することができる。 
   本学ホームページ（http://www.tmd.ac.jp）→ 学部・大学院をクリック → 

大学院医歯学総合研究科をクリック → 学務部学務企画課をクリック →諸手続 
URL：http://www.tmd.ac.jp/faculties/graduate_school/kyoumuka/index.html 

 

 

１）休学 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）復学 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）退学 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）研究指導委託 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

病気その他の事由により、引き続き３ヶ月以上就学できない場合は下記の手続きにより休学も

しくは休学延長することができる。なお、休学期間は通算して２年を超えることはできない。

また、休学期間は在学期間に算入しないものとする。 

 提出・問い合わせ窓口  

学務部学務企画課大学院教務第一掛・第二掛（１号館西１階） 

 提出書類  

・休学願または休学延長願（本学指定様式） 

※開始日は原則として、月初めとする 

※病気療養を理由とする場合は、医師の診断書を添付すること 

 提出期限  

休学を希望する１ヶ月前まで 

 

休学している学生が、休学期間途中もしくは休学期間満了時に復学を希望する場合は、下記の

手続きを行わなければならない。 

 提出・問い合わせ窓口  

学務部学務企画課大学院教務第一掛・第二掛（１号館西１階） 

 提出書類  

・復学願（本学指定様式） 

※病気療養を理由に休学した場合は、医師の診断書を添付すること 

 提出期限  

復学を希望する１ヶ月前まで 

 

病気その他の事由により、学業を継続することが困難となり、退学しようとする場合は、下記

の手続きを行わなければならない。 

 提出・問い合わせ窓口  

学務部学務企画課大学院教務第一掛・第二掛（１号館西１階） 

 提出書類  

・退学願（本学指定様式） 

 提出期限  

退学を希望する１ヶ月前まで 

 

他の大学院、研究所又は高度の水準を有する病院（以下「他機関」という。）において研究指

導を受けたい場合は、先方とあらかじめ協議したうえで下記の手続きを行わなければならない。

なお、申請期間は年度を超えることができない。翌年度も引き続き研究指導を受ける場合は、

１月末までに再度申請をすること。 

修士課程在学者が研究指導委託できるのは最大１年間である。 

 提出・問い合わせ窓口  

学務部学務企画課大学院教務第一掛・第二掛（１号館西１階） 

 提出書類  

・研究指導委託申請書（本学指定様式） 

※開始日は原則として、月初めとする 
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５）留学 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６）在学期間延長 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提出期限  

研究指導委託希望日の２ヶ月前まで 

※研究指導委託に伴う実習用定期の申請について 

 研究指導委託申請の承認後、他機関に通学することになった場合は、申請により実習用定期

を購入することができる。 

 提出・問い合わせ窓口  

学務部学務企画課大学院教務第一掛・第二掛（１号館西１階） 

 提出書類  

実習用通学定期乗車券申込書（本学指定様式） 

 提出期限  

２ヶ月前まで（鉄道会社の許可を得るのに１ヶ月程度要する） 

 

外国の大学院又はこれに相当する高等教育機関において修学した場合は、先方とあらかじめ協

議のうえで下記の手続きを行わなければならない。 

留学期間に制限があるので、必ず事前に問い合わせること。 

 提出・問い合わせ窓口  

学務部学務企画課大学院教務第一掛・第二掛（１号館西１階） 

 提出書類  

・留学願（本学指定様式） 

・指導教員の理由書（書式自由） 

・相手先の受入承諾書等の書類 

 提出期限  

留学希望日の２ヶ月前まで 

 

【留学期間を変更したい場合】 

 提出・問い合わせ窓口  

学務部学務企画課大学院教務第一掛・第二掛（１号館西１階） 

 提出書類  

・留学期間変更願（本学指定様式） 

 提出期限  

留学期間変更希望日の２ヶ月前まで 

 

標準修業年限を超えて在学（休学期間を除く）しようとする者は、下記の手続きを行わなけれ

ばならない。なお、在学期間は標準修業年限の２倍（下表参照）まで延長することができる。 

研究科 課程 専攻 年数

医歯学総合研究科 

修士課程 
医歯理工学専攻（医療管理学コースを除く） ４年

医療管理学コース ２年

博士課程 
医歯学系専攻 ８年

生命理工学系専攻 ６年

保健衛生学研究科 

博士(前期)課程
総合保健看護学専攻 

生体検査科学専攻 
４年

博士(後期)課程
総合保健看護学専攻 

生体検査科学専攻 
６年

一貫制博士課程
看護先進科学専攻 

共同災害看護学専攻 
10 年

なお、在学期間に休学期間は含めない。 

提出・問い合わせ窓口  

学務部学務企画課大学院教務第一掛・第二掛（１号館西１階） 
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７）専攻分野変更 

 

 

 

    

    

 

 

 

８）在学コース 

  変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９）転学 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１０）死亡 

 

 

 

 

提出書類 

・在学期間延長願（本学指定様式） 

提出期限 

・在学期間満了日の１ヶ月前まで 

 

在学中に研究内容に変更が生じた等の理由で、所属研究分野の変更を希望する場合は、下記の

手続きを行わなければならない。 

 提出・問い合わせ窓口  

学務部学務企画課大学院教務第一掛・第二掛（１号館西１階） 

 提出書類  

・専攻分野変更願（本学指定様式） 

 提出期限  

変更希望日の１ヶ月前まで 

 

在学中に職に就いた場合、もしくは社会人コースで入学したがその事由が消滅した場合は下記

の手続きを行わなければならない。 

 提出・問い合わせ窓口  

学務部学務企画課大学院教務第一掛・第二掛（１号館西１階） 

 提出書類  

・在学コース変更願（本学指定様式） 

※「一般コース」から「社会人コース」への変更を希望する場合は下記も添付すること 

・勤務先の承諾書 

・指導教員の変更理由書（書式自由） 

 提出期限  

変更希望日の１ヶ月前まで 

 

他大学への転学するための転入学試験を受験する場合は下記の手続きを行わなければならな

い。 

 提出・問い合わせ窓口  

学務部学務企画課大学院教務第一掛・第二掛（１号館西１階） 

 提出書類  

・転入学試験受験諸請求願（本学指定様式） 

 提出期限  

受験日の２ヶ月前まで 

 

転入学試験受験の結果、合格した場合は下記の手続きを行わなければならない。 

 提出書類  

・転学願（本学指定様式） 

・合格通知書の写し 

 提出期限  

転入学日の２ヶ月前まで 

 

学生本人が死亡した場合、保証人は速やかに下記手続きを行わなければならない。 

 提出・問い合わせ窓口  

学務部学務企画課大学院教務第一掛・第二掛（１号館西１階） 

 提出書類  

・死亡届（本学指定様式）
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【注意】 

上記の諸手続きは研究科運営委員会付議事項のため、提出期限は厳守のこと。 

 期限を過ぎての提出は、希望日以降の許可となる。 

  ８月は研究科運営委員会が開催されないため、９月から希望する学生は、上記の提出期限の更に 

１ヶ月前までに届け出ること。 
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Request of Cancelling Registered Subject 

Year       Month      Date      
         

To: Dean, Graduate School of                                                                             

Admitted Yr. Academic Yr. 
Master's Program Doctoral Program

Dept.

ID No.

Name

Mobile

This is to request cancellation of registered subject as follows. 

Subject 

Instructor 

Subject Code 



─ 325 ─
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海外留学・研修
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Collaboration of Graduate School of Health Care Sciences
in Tokyo Medical and Dental University
with Universities in Foreign Countries

SEINÄJOKI UNIVERSITY OF APPLIED SCIENCES

UNIVERSITY OF TAMPERE
Department of Nursing science

UNIVERSITY OF COLORADO DENVER
College of Nursing

THE UNIVERSITY OF SHEFFIELD
School of Nursing and Midwifery

UNIVERSITY OF WASHINGTON
School of Nursing

NATIONAL YANG-MING UNIVERSITY
School of Nursing

1

2

3

4

5

6

Finland

Finland

U.S.A

U.K.

U.S.A

Taiwan

Sep.08,2004

Sep.12,2004

Oct.24,2005

June.11,2008

July.01,2008

Nov.25,2009

University / School etc.No. Contract
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８．学内主要施設 

施設名 所在地 内線番号 

学 生 支 援 課 ５号館３階 ５０７７ 

学 務 企 画 課 １号館西１階 
５０７４（企画調査掛） 

4676,4679,4534（大学院教務）

入 試 課 １号館西１階 ４９２４ 

財務施設部財務管理課収入管理掛 １号館西３階 ５０４２ 

図 書 館 Ｍ＆Ｄタワー３階 ５５９２ 

保 健 管 理 セ ン タ ー ５号館２階 ５０８１ 

談話室（証明書自動発行機） ５号館４階 ― 

生活協同組合 食堂・売店 ５号館１階・地下１階 ― 

医歯学研究支援センター ８号館北・南 ５７８８ 

 

 

 

13．校内案内図 

21．




